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滲論　説く≦ξ

流通業者の費用格差が複占競争下で及ぼす影響＊

濱　　田　　弘　　潤†

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　概要

　本論文の目的は，流通業者間で異なる費用格差が，寡占競争市場における競争均衡の結果
にどのような影響を及ぼすのかに関して，徹底した調査を行うことにある．とりわけ本論文で

は，クールノー複占競争下での複占競争均衡の結果が，費用格差に応じてどのように変化する

のかについて比較静学を行う．具体的に本論文では，流通費用の異なる2人の流通業者が存在
する状況を考え，製品販売を委託する製造業者が，排他的取引とコモン・エージェンシーとい

う2つの異なる流通形態の下で，どのような均衡を達成するかについて結果を提示する．また，

2つの流通形態の違いに応じて得る利潤がどう変化するかについて理論的な分析を行う，さら
に，流通業者の費用格差の変化に応じて，販売量，価格，製造業者の利潤，消費者余剰といっ

た諸変数がどう変化するかに関する比較静学の結果を提示する．

キーワード：排他的取引，コモン・エージェンシー，クールノー競争，費用格差，比較静学

1　イントロダクション

　近年，流通業界では，経済環境の急激な変化に対応した物流システム・販売網の再編，流通チャ

ネルの選択問題が，様々な業態の産業や各企業にとって解決を模索すべき重要なビジネス上の課

題の一つとなっている．とりわけ，インターネット・ショッピングやオークションなどの中間業者

を排した直販の普及や，POS（point　of　sales）に代表される顧客管理システムやナレッジマネジメ

ントによる経営管理システムの急速な発展は，ほぼ全ての業界にIT（information　technology）に

対応した流通組織の再編を促している．こうした需要動向把握や生産管理の技術革新が生み出す

情報環境の変化に対し，経済学的な効率性の視点から，既存の流通システム（distribution　system）

をどのように変えていくべきかという問題は，現在，産業組織論において大きな新しいテーマの

一つである．

　情報技術に対する流通業者の適切な対応は，情報集積の利益やネットワーク外部性を生み，最

終生産物の効率的供給に大きな経済的優位を与える．このために迅速な対応が各企業が生き残る

ために必要であると主張されてきた．そして流通業者間の効率性格差が，販売する製品を供給す

る生産部門である製造業者の利潤に大きな影響を与える．

　＊本論文は，『流通業者の効率性格差に関する流通チャネルの比較分析』（未定稿）から，前半部分の結論に関する計

算結果の一部を提示したものである．文責は全て筆者にのみ帰するものである．
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　しかしながら，既存の産業組織論における流通システムの経済分析において，流通業者間の費

用格差が，流通業者を介して製品の販売を委託する製造業者の利潤にどのような影響を与えるの

かに関する分析は，これまであまり行われていない．従来の流通システムの比較分析においては，

主として効率性に関して同等の対称的な流通業者を考えて，製造業者間での流通チャネルの選択

問題に重点が置かれてきた．この理由は，従来の産業組織論の主要なテーマとして，閉鎖的な流

通チャネルが市場の公正な競争を阻害し独占禁止法に違反するか否かという論争に大きな焦点が

当てられていたからであり，流通業者の効率性の差に関してはあまり重視されなかったことが関

係しているのではないかと思われる．

　本論文は，こうした流れを踏まえて，流通業者間で異なる費用格差が，寡占競争市場における

競争均衡の結果にどのような影響を及ぼすのかに関して，徹底した調査を行うことを目的とする．

とりわけ本論文では，クールノー複占競争下での複占競争均衡の結果が，費用格差に応じてどの

ように変化するのかについて比較静学を行う．具体的に本論文では，流通費用の異なる2人の流通

業者が存在する状況を考え，製品販売を委託する製造業者が，排他的取引とコモン・エージェン

シーという2つの異なる流通形態の下で，どのような均衡を達成するかについて結果を提示する．

また，2つの流通形態の違いに応じて得る利潤がどう変化するかについて理論的な分析を行う．さ

らに，流通業者の費用格差の変化に応じて，販売量，価格，製造業者の利潤，消費者余剰といっ

た諸変数がどう変化するかに関して比較静学の結果を提示する．

　本論文では，流通チャネルの比較分析において従来から議論され比較されてきた，排他的取引

とコモン・エージェンシーの2つの流通チャネルの比較を行う．複数の製造業者が存在し，それぞ

れが製品を市場で販売するために流通業者に委託する方法として，次の2種類の状況が考えられ

る．第一に排他的取引（exclusive　dealing）で，複数の製造業者がそれぞれ独自の販売業者を持ち，

自社製品だけを販売するケースであり，第二にコモン・エージェンシー（common　agency）として，

複数の製造業者が共通の販売業者に製品の販売を依頼するケースである．特に排他的取引は，独

占禁止法の観点から独禁法に抵触する競争阻害の要因となるかどうかについて，数多くの分析が

なされてきた．従って，既存の研究成果を踏まえて，排他的取引とコモン・エージェンシーといっ

た2つの流通チャネルに関して，流通業者の費用格差という新たな視点を導入した上で，本論文

では比較分析を試みる．

　排他的取引とコモン・エージェンシーの比較分析が扱う具体的な経済的状況としては，次に挙げ

る自動車産業のディーラーに関する状況を一つの事例として考えることができる．これまで日本

の自動車業界では，新車販売において，国内メーカーはいずれも主として子会社である系列ディー

ラーを販売網として持っており，複数メーカーの自動車を販売するディーラーはほとんど存在し

なかった．これは排他的取引のケースである．現在もトヨタ自動車はネッッ・トヨタやトヨペッ

ト，日産自動車はレッド・ステージ，ブルー・ステージといったディーラーを介した排他的取引を

行っている．一方，過去において外資系メーカーは販売網が脆弱であったために，外車販売をヤ

ナセに委託して販売を行っていた．これはコモン・エージェンシーのケースである．また中古車

市場に関しては，コモン・エージェンシーが通常の販売形態であると言える．

　しかし外資系メーカーの資本提携や日本市場への本格参入，また急速に普及しているネット販

売は，日本の新車販売のあり方を大きく変えつつある．外資系が独自の販売網を形成する一方で，
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ネット販売会社はコモン・エージェントとして，複数メーカーの自動車を扱っている．1

　自動車産業に限らず，様々な業種で様々な流通システムが組織化されている．ここでは，多様か

つ複雑な経済的事例の中から，流通業者の効率性の違いという一つの側面に注目して，排他的取

引とコモン・エージェンシーのそれぞれから得られる製造業者の利得や社会厚生に関する比較を

行う．製造業者間の市場競争に注目し，利潤や社会厚生といった経済効率性を比較することで，具

体的な個々の産業の流通網に対して一つの理論的な示唆が得られることを本論文では目標とする．

　本論文の構成は次の通りである．2節では，流通チャネルの分析に関して，特に排他的取引とコ

モン・エージェンシーに関する先行研究を簡潔に概観する．3節はモデルを記述する．4節はモデ

ルから得られるFinding－factsを述べる．

2　先行研究の概観

　流通チャネルに関する分析は，様々な流通形態について独禁法に関係する関心の高さから多く

の経済学者の関心を集め，既存の多くの先行研究がある．特に，本論文で分析する排他的取引と

コモン・エージェンシーという取引形態に関する議論に限ってみても，少なからぬ研究の蓄積があ

る．その理由として，過去に排他的取引が市場競争を排除し独占力の強化に繋がるという理由で，

独占禁止法（antitrust　law）に抵触し違法であるとする判決が米国において数多く見られてきたた

めである．こうした裁判の結果が適切かどうかを考える際に，排他的取引が競争を阻害し社会厚

生面から望ましくないという主張が，果たして経済学的に考えて正しいかどうかに関して十分な

議論を行う必要があった．代表的な先行文献であるPosner（1976，1981）では，競争制限的な流通

システムの一つとして，排他的テリトリー制や再販売価格維持と同様に排他的取引を捉えている．

しかし，排他的取引が競争阻害要因として，米クレイトン法（Clayton　Act）や連邦取引委員会法

（Federal　Trade　Commission（FTC）Act）が認めるそれ自体違法な（per　se　illega1）取引慣行とみな

してよいかどうかについては，常に経済論争を引き起こし，一概に決定できない流動的なもので

あった．代表的研究であるBork（1978）は，排他的取引が競争促進的である経済的理由を挙げて，

この取引慣行を擁i護している．実際には，流通に関する個々の取引について，中間財市場と最終

財市場の市場構造と競争形態を調査しなくては，排他的取引が競争を阻害するとは必ずしも言え

ない．このような米国における論争の流れを受けて，米国を踏襲しつつ公正取引委員会によるよ

り裁量的な日本の独占禁止法の下でも，基本的には同じ議論が繰り返された．

　こうした流通システムに関する議論に対して，経済理論からのアプローチを行った主要な先行

研究とその簡単な結論について以下に掲げておく．まず，Mathewson　and　Winter（1984）は，排

他的取引のような垂直的取引制限について，インセンティブの観点に注目した分析を行った．彼

らのモデルは，川上部門と川下部門との契約が線形卸売価格に制限される状況下での，排他的取

引の私的なインセンティブと社会的インセンティブとを比較し，空間的市場のフレームワークで，

流通（輸送）費用に基づいた流通業者と消費者間の空間的・経済的相互関係を分析対象としてい

る．彼らの論文では，最終財市場に流通業者が一人しかいない状況であり，排他的取引によって

必ず川上市場の事後的な独占化がもたらされる．結論として，製造業者の生産物の需要が非対称

　1自動車のネット販売の現状に関する詳しい説明としては，『日経ビジネス』2000年2月28日号，pp．156－160，同

2000年5月22日号，pp．e1－e68．を参照せよ．
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的である時，排他的取引が生じることを彼らは示した．製造業者の一人は，ライバルの潜在的企

業が最終生産物市場にアクセスするのを締め出す（foreclose）することができるように，卸売価格

を設定することができる．

　Mathewson　and　Winterの議論は，基本的に川上市場の事後的な独占化を扱っており，ライバ

ルとなる潜在的な製造業者が市場に参入するコストを引き上げる点で，排他的取引が反競争的で

あることを示している．こうした排他的取引の市場締め出し（marke価oreclosure）の側面を強調

した論文として他には，Comanor　and　Frech（1985），　Aghion　and　Bolton（1987），　Bernheim　and

Whinston（1992）がある．　Aghion　and　Boltonでは，より一般的な排他的取引契約が参入障壁と

して有効に機能することを示し，特に長期契約は新規参入を阻止する有効な手段であること，ま

た既存企業が新規参入の程度を知っていることが契約の長さに反映することを結論づけている．

Bernheim　and　Whinstonでは，市場の状況によって，排他的取引が競争を阻害したり，影響を与

えなかったりすることを示し，市場間の製造業者の外部性を考えている．

　しかし一般的には，排他的取引が市場の参入障壁として機能しているという実際の事例は比較

的少ないのが現状である．主要文献の一つであるMarve1（1982）において，彼がいみじくも述べて

いるように，排他的取引がある産業で広範に行われている時，一部の製造業者が参入障壁を引き

上げようとする理由とは別の理由から行われていることが多いのである．Marve1は，参入阻止で

はなく，製造業者が自社製品ブランドに対して行う投資の成果について，流通業者のフリーライ

ダーから財産権を保護するために，排他的契約が結ばれると説明している．このMarvelの視点に

沿って不完備契約理論によるアプローチにより説明しようとする最近の論文としては，Segal　and

Whinston（1998）が挙げられる．

　次に，もう一つの流通チャネルとしてのコモン・エージェンシーに関しては，Bernheim　and

Whinston（1985，1986，1992）の一連の論文が，非対称情報下の情報の問題の重要性に着目し，契約

理論を用いたコモン・エージェンシーの分析を行っている。特に先に挙げたBernheim　and　Whinston

（1992）では，流通業者側の製造業者に対するモラルハザードの問題を定式化し，インセンティブ

費用が高い時にのみ，コア形成（coalition　formation）ゲームの支配されない均衡（undominated

equilibrium）として排他的取引が出現することを示した．コモン・エージェンシーが均衡の時に

は，複数の製造業者が小売業者に契約を提示する時に発生するインセンティブの歪みと外部性の

問題を分析している．さらにアドバースセレクションの問題設定で2つの流通チャネルの選択問

題を扱った論文として，Martimort（1992）が挙げられる．彼は最終財市場の市場競争の調整と中

間財市場における内部調整の間のトレードオフを分析し，複数の製造業者間で生じる外部性によ

る契約の歪みを考えた上で，排他的取引とコモン・エージェンシーとの選択問題を議論している．

　日本においては，流通チャネルに関する理論分析としては，丸山（1988，1992）の一連の研究があ

る．彼は，流通チャネルとブランド間競争について，製造業者間の競争を考慮した時には，市場競争

を考慮しない時は選択された垂直的統合が選択されないことがあることを示している．これは製造

業者が流通部門を戦略的に分離するという意味で「戦略的垂直分離（strategic　vertical　separation）」

と呼ばれている．さらに彼は，開放的チャネル（open　channel）と選択的チャネル（selective　channel）

の比較分析を行っている．この2つのチャネルの比較は，本論文で扱うブランド間競争とは異な

り，一人の製造業者が自社製品をどのような流通チャネルを用いて販売するかという，ブランド

内競争に関するものである．しかし市場競争を考慮した販売組織の分析という点で，ブランド間
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競争と問題意識を共有している．

　最後に，本論文で分析対象とする流通業者の効率性格差に関する文献については，既存論文の

排他的取引が効率性の劣る製造業者が参入しにくいとするMathewson　and　Winterの分析はある

ものの，流通業者に関しては多くの論文が対称的な業者を扱っている．以下，既存の先行文献を

踏まえて，3節以降では流通業者の市場競争を考慮した排他的取引とコモン・エージェンシーの比

較分析を行う．とりわけ流通業者の効率性の格差に注目し，製造業者の利得や厚生の変化を，費

用格差のパラメータ変化に応じた比較静学を行う．

　　r

3　モデル

　この節では，流通業者の効率性格差を考慮した，排他的取引とコモン・エージェンシーという

2つの流通チャネルの比較を行うのに必要なモデルを提示する．先述したように，複数の製造業

者が存在し，各々が製品を市場で販売するために流通業者に委託する状況を考える．排他的取引

（exclusive　dealing）とは，複数の製造業者がそれぞれ独自の販売業者を持ち，自社製品だけを販売

することを指し，コモン・エージェンシー（common　agency）とは，複数の製造業者が共通の販売

業者に製品の販売を依頼することを指す．

3．1　排他的取引の下での均衡

　初めに，最終生産物市場で市場競争に直面している2人の製造業者（manufacturer）（M1，．M2）を

考える．排他的取引の下では，各販売業者（seller）（θ1，θ2）が1人の製造業者とのみ排他的に取引

に従事する．ここでM1は81と，　M2はθ2と取引するものとする．販売業者は製造業者から仕

入れ製品を購入し最終生産物市場で最終財として販売する．各販売業者は最終財1単位を販売す

るために，製造業者から購入した仕入れ商品（中間投入物）1単位を利用するものとする．

　販売業者は最終財市場で財を販売するのに，最終財1単位当り単位販売費用θ琶，乞＝1，2がかか

るとする．この費用は共有知識で製造業者と販売業者いずれにも知られている．重要な前提とし

て，製造業者は販売業者が自社製品を販売して得た利潤を最大限得ることができると仮定する．こ

の仮定は，M乞一θ乞のペアが彼らの総利得を最大にし，製造業者が販売業者を総利得の残余請求

権者とするいわゆるsell－out　contractを結ぶ状況に対応する．すなわち，販売業者の外部留保利

得が0で，製造業者が販売契約において線形契約を提示でき，線形契約の固定部分により販売業

者を残余利益請求権者にすることで，販売利潤を全て吸い上げることができる．外部留保利得が

0であるのは，潜在的な販売業者間で完全競争となっており，製造業者にとって販売業者が多数存

在し，一方販売業者にとっては外部利得獲得機会がない状況を記述している．

　各M乞一θ乞の排他的取引のペアにとって，市場で販売する最終生産物（中間投入物）の数量を

g6で表す．全ての最終利潤を得る各製造業者の利潤関数は，製造業者間で同質的かつ対称的であ

るとし，u（q乞，gゴ，θの一c（gので表す．㊨（・）は販売業者から製造業者に支払われる最終財市場の利潤

で，c（・）は中間財の生産費用である．次に，関数形に関する以下の仮定を置く．

仮定1．u（％9ゴ，θのはα琶に関してstrict　concave（鰯く0）・c（9のは9乞に関してstrict　convex
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（c”＜0）．2

仮定2・吻はconstant　sign．もし吻＞0なら鰯＋2吻く0．

仮定3．㊨θ乞く0．3

仮定4．u乞θ＜0．

仮定5．u11り22一り12”21＞0．

仮定1は最大化問題のconcavity（2階条件）を保証．仮定2は製造業者の製品の代替性（substi－

tutability），補完性（complementarity）に依存した均衡の性質の違いを識別するため．仮定3は販

売利潤が販売業者の単位費用（限界費用）θ琶の減少関数であるという仮定．仮定4は均衡におい

て数量がθ琶と共に減少するための必要条件である．仮定5は均衡の安定性を保証する．

　ゲームのタイミングは，L両販売業者の限界費用（θ②，θゴ），ブ≠乞の値が共有知識となる．2．製

造業者は自分の販売業者と排他的取引を行い，中間財の提供と支払いに関する契約に同意する．3．

販売業者は同時かつ非協力的に，最終財市場から得られる総利潤を最大にする販売を行う．4．市

場において販売量（output）g乞とθ乞からM乞への支払い（transferD¢＝”（g乞，gゴ，θのが決定する．

解概念は，クールノー・ナッシュ均衡である．

　モデルのセッティングを記述したので，排他的取引の下での均衡を記述する．8乞はg¢に関して

u（g乞，gゴ，θの一c（gのを最大にするので，内点解を仮定して1階条件は，

”¢（g窃（1ゴ，θの一一cノ（（1の＝0，乞，ブ∈｛1，2｝，グ≠乞　　　　　　　　　　 （1）

（1）式より各M¢－3乞の反応関数g乞＝q琶（gゴ；θの，②，ブ∈｛1，2｝，ゴ≠乞が得られる．反応関数の傾きは，

　　　　　　　　　　　　　　諭＝一轟，舞一一蔚くo，

より誇の傾きの符号は・・ゴの符号と同一で・ub・titutability（・・mpl・m・nt・・ity）ならば負（正）・

絵く0は吻く0より従う．

　反応関数の交点を9営＝ずx（θ乞，θゴ），乞，ゴ∈｛1，2｝，ブ≠乞とするとナッシュ均衡解の性質は，

一c1 iげx（θ・，θゴ））矧ずx（θ・，θゴ），9ヂx（θ・，θゴ），θ・）－0，

一・’ ｰx（θ・，θゴ））＋・ゴ（9ヂx（θ・，θゴ）頑x（θ・，θゴ），θゴ）－0・　　　　（2）

より，

　　　　　　響＋響「銑．
仮定5より＠・・一・〃）（”22－・〃）一・、2”・、〉・なので，響の符号は・ゴ、の裾と逆で，・ub・titutability

か・・mpl・m・nta・ityかに依存する．雛醒の変化筈＋筈は㌃（　　　　　　　〃㊨ゴゴーC）の符号に依存．

2subscr玉p垣は9fに関する偏微分を表すとする．

3明白な場合にはuθ話を吻と書く，



濱田弘潤：流通業者の費用格差が複占競争下で及ぼす影響　　　　　　　115

3．2　コモン・エージェンシーの下での均衡

　コモン・エージェンシーの下では，2人の製造業者（M1，M2）が共通の1人の販売業者と販売契

約を交わす．販売業者はこちらのケースでも外部留保利得0しか得られない．モデルの基本的構造

やゲームのタイミングは，販売業者が共通（common　seller）であることを除けば，同じ．　common

sellerとして翫＝θ1が選択されたとして以下では議論を進める（52でも議論は同様）．

　コモン・エージェンシーの時の総利潤関数を，”σ（α1，q2，θ1）によって表す．勿0（・）は販売業者が

両製造業者の製品を販売する時の総利潤である．仮定を以下に示す．

　　仮定6．uo（・）はg1，g2に関してstrict　concave．（暗く0，喝＜0，暗u易一u艶£＞0．）

　　仮定7．u豊（・）はconstant　sign．

　　仮定8．蛎く0．

コモン・エージェンシーにおいては，M乞間で協調（cooperation）するケースと，　M乞間で非協調

（non－cooperation）のケースとがある．協調・非協調いずれの場合も，合計総利得を最大にする

（舛o（θ1），g養o（θ1））が販売業者によって選択され，丘xed　feeがエージェントのレントを完全に引き

出すために使われる．従っていずれもoutputの水準は次式を満たす．

　　　　　　　　一・’（9ジ（θ・））＋・ジ（f（θ・），qf（θ・），θ・）－0，¢一｛1，2｝，ブ≠乞・　　　（3）

（仮想的な）反応関数g乞＝g乞（gゴ；θ1）の傾きは，4

　　　　　　　　　　　　　　誇一一券，絵一一爵くo・

舞の傾きの符号は・gの符号と同一で・ub・titutability（・・mpl・m・nta・ity）ならば負（正）・絵く・

は仮定8＠房く0）より従う．

　均衡（gf（θ1），gξ（θ1））の性質は，

誓一一磯，乞一｛1，2｝

　　　　　　　　　誓＋矯一」一，プ≠乞・
仮定6より（分母）の符号は＠名一c”）＠昆一c”）－u伽鼠＞0である．（分子）の符号については

一般的には何も言えない．製造業者が同質性（対称性）を維持しているケースでu｛あ＝u易，u名＝

u易，u豊＝”9が成立するならば，（分子）＠房一c”）鴫一瘍η％＝＠男一”g－c”）瘍＞0（仮定6

より瘍く瘍と仮定8より）．従って署く・籍＋矯く・・

　注意すべき点として，協調の時は2製造業者が合意して合計利潤を配分する．非協調の時は利

潤の分配をめぐって争い，合計利得のいかなる配分もナッシュ均衡としてサポートされる．しか

し，以下の分析では簡潔に，自らの製品販売から得られる利潤の貢献度に従って合計利潤を配分

するものと考える．

　この節の最後に，3．1の排他的取引と3．2のコモン・エージェンシーの流通構造の違いをFigure

3．1に図示する．

　4実際にはコモン・エージェント1人で最大化を行っているので反応関数というものはないが，M1の生産量に対応

したM2の生産量について対応付けすることができ，これを仮想的な反応関数と呼ぶことにする．
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manufacturer　1 manufacturer　2

sdler　1 seller　2

duopoiistic　compe臓ion　　　　　　　　　　　　　　　　　monopoly

Exclusive　Dealing　　　　　　　　　　　　Common　Agency

Figure　3．1：排他的取引とコモン・エージェンシーの流通構造の違い

4　排他的取引とコモン・エージェンシーとの比較静学

　ここでは，排他的取引とコモン・エージェンシーという2つの流通チャネルを比較し，販売にか

かる限界費用が販売業者間で異なる時に，この費用格差がパラメトリックに諸変数の関係にどの

ように影響するのかを観察する．ここで考察する諸変数として，2つの取引形態における販売量，

価格，製造業者の得る利潤，消費者余剰，社会厚生である．

　初めに，販売業者の置かれている状況を整理する．2人の販売業者は当初，市場に潜在的に存在

しており，両者は財を流通・販売する限界費用が異なっている．各販売業者にとっては財を売るこ

とに関して，どちらの財を売るか，又は両方の財を売るかどうかに関して先験的に何の選好も与

えられていない．2人の製造業者は財乞を生産し，製品を販売するに当たって，排他的条項を契約

に定めた排他的取引かコモン・エージェンシーを流通形態として選ぶ．販売業者は常に期待留保

価値（0とする）しか得られない．製造業者が販売業者を複数雇う形態は実現不可能とし，反対に

販売業者は本質的で販売業者なしで製造業者は自社製品を販売できないとする．

　分析を容易にかつ明確にするために利潤関数を特定化する．以下の設定で比較分析を行う．

1．製造業者はコスト0で財を生産する．（c（・）；0．）

2．製造業者の中間財を用いて，販売業者は顧客に限界費用θ¢で最終財乞∈｛1，2｝を提供する．

3．最終財の価格：勉＝α一舞＋cgゴ，ブ≠乞，乞，ブ∈｛1，2｝．

4．α≧θ歪∀θ葱．　6＞0，わ＞2c＞一わ．

設定4．の不等号の仮定について，第1項は製品需要の切片αが限界費用θ芭を下回らない仮定で，

正のoutputを保証する．第2項はある財の価格は他の財よりも自財のoutputに影響を受けるこ

とを仮定し，均衡の安定性を保証する．

　排他的取引の時の製造業者M1の利潤は次式となる．
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殉『X，qダX，θ・）一（PぞX一θ・）9FX－（α一θ・）9吾X一畠（q召X）2＋・q召XgダX．

一方，81が流通業者の時のコモン・エージェンシーの下での合計利潤は，5

・σ iq壬フ，（117，θ1）一（PFθ・）qf＋（P穿一θ・）q・一（α一θ・）（9望＋9乎）一畠（（9『）2＋（q穿）2）＋2・αfgξ，

であり，販売の貢献度に従って利潤を配分する時の製造業者．M1の利潤は，6

・f（qf，9穿，θ・）一（P『一θ・）gf－（・一θ・）gf雪（992＋・g99ξ，

である．一以上の設定の下で，販売量（output）の水準，価格，製造業者の利潤等について，排他的

取引とコモン・エージェンシーの比較を行う．

4．1　均衡の計算結果

口　排イ也的取引

〉反応関数：g乞＝岩（α一θ盛＋cgゴ），乞＝1，2，ブ≠乞．

レ均衡販売量：（gFX（θ1，θ2），gダX（θ1，θ2））＝（施一θ12生llα一θ2，わα一θ12圭llα｝θ1）．

〉均衡総販売量：g召X（θ1，θ2）＋qダX（θ1，θ2）＝2響．

・価格：PfX一α一b2－2c22律。琴bc　θ2，躍一α一b2｝2c221識bc　θ1・

・各製造業者の利潤：ずX（θ・，θ・）一畠9多（θ・，θ・）一穿・

〉両製造業者の利潤合計：・吾X（θ・，θ・）＋・ダX（θ・，θ・）』（α『θ1）＋c（　繋わ1α一θ2）＋c（α一θ1））2］・

ロコモン・エージェンシー　（θ1のケース）

レ　（仮想的な）反応関数：g乞＝去（α一θ1＋2cgゴ），②＝1，2，ゴ≠乞．

〉均衡販売量：gジ（θ1）＝豊，客＝1，2，ゴ≠乞．

レ均衡総販売量：αf（θ1）＋6（θ1）＝2gジ（θ1）＝・2留．

レ価格：P9＝α一旦≠．

〉各雑緒の利潤：・ジ（θ・）一学9多（θ・）一織・

レ両製造業者の利潤合計：yO（θ1）＝2uρ（θ1）圭讐．

　上記の均衡の計算結果は，複雑さを避けるため，両製造業者が製品を販売している均衡結果の

みに関して掲げておいた．7均衡の計算結果より容易に確認できる事実をいくつか述べる．第一

　5当然52のケースも同様に計算できる．θ1のケースのθ1をθ2に置換すればよい．
　6もし例えば，両者で合計利得を折半するならば，各製造業者の利潤は却σであるが，ここではより現実的に各製

造業者が自らの生産量の貢献度に応じて利得を配分すると考える．利潤関数が対称的なので，いずれの配分の仕方でも

結果は同じである．

　7以下でみるように，代替財のケースにおいて，排他的取引の下での非効率な販売業者が販売活動から撤退する可能

性がある．
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に，両者の反応関数を比較すると，排他的取引よりもコモン・エージェンシーの方が反応関数の

傾きの絶対値が大きい・すなわち・誓1一判讐1尋で瀕きの絶対値はコモン・エー

ジェンシーの方が2倍大きい．排他的取引では販売業者間で市場競争があり，製品間の代替・補

完関係という外部性の一部だけしか考えずに自らの取引利得を最大化する．これに対してコモン・

エージェンシーでは，単一の販売業者が両製品の代替・補完関係を完全に考慮して両者の合計利

得を最大化する．このことが相手生産量に対してコモン・エージェンシーの方が2倍に大きく生
産量を反応させる理由である・代替性（・〈・）の時，・〉讐〉霧で，襯i生（・〉・）塒，

霧〉讐〉・・第二に，製造業者の利舗造が完全に対称的であるため，コモン・エージェン

シー下では販売数量，価格，利潤は全て2人の製造業者間で等しい．これは流通費用の異なる販

路を持つ排他的取引のケースとは異なる．両販売業者が同じ費用（θ1＝θ2）である時に限った，両

ケースの反応関数に関する図を，Figure　4．0に示す．

q2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

4

3

4

3

2、　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

1 1

0　　1　2　3　4　5ql　O　　1　2　3　4　5q1
■■■■鱈

@：exciusive　deaiing（EX）

一一．．：common　agency（CA）

口代替財（c〈0）のケース　　　　　　　　ロ補完財（c＞0）のケース

　排他的取引：g¢＝岩（α一θ汁cqゴ），コモン・エージェンシー：g葱＝岩（α一θ1＋2cqゴ）

　　　　　　　（α＝10，δ＝4，c＝±1，θ乞∈［0，10］，θ1＝θ2＝5の計算例）

Figure　4．0：反応関数とその均衡点

　以下の分析では，販売業者θ1がθ2よりも効率的であるとしても一般性を失わないので，θ1≦θ2

であるとする．比較の簡単さのために，効率的販売業者θ1の限界費用θ1を固定して考え，限界

費用の差1θ1≡θ2一θ1≧0の大きさが，均衡の諸変数にどのような影響を与えるのかを比較検討

する．8

　8Figure　4．0の反応関数図は1θ1＝0（θ1＝θ2）の時の特殊ケースである．上述の数値例においてθ1＝5，θ信∈［0，10｝

より，利潤が正であるためには（0≦）1θi≦5．
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4．1．1　均衡販売量の比較

　均衡販売量は，両製造業者が製品を販売している状況の均衡下で，排他的取引の時，
（9吾X（θ・，θ・），9ダX（θ・，θ・））一（わα一θ1、肇一θ2，bα｝θ1、圭1、　θ1）．コモン・エージェンシーの時，qρ（θ、）一

豊，qρ（θ2）＝豊，乞＝1，2である．　gρ（θ1）は1θ1の影響を受けない．1θ1に関する変化を見るた

めに式を変形すると，

　　　　　　　　q吾X（θ・，θ・）一（b＋c）鴇奏）－clθ1，　qダX（θ、，θ・）一（b＋c）寮≡皇奏）｝δ1θ1；

　　　　　　　　　　　　　　qジ（θ、）一暑…9き，qジ（θ，）－r鑑1θ1．

　注意すべき点としては，もしいずれかの流通チャネルにおいて，ある製造業者の販売利潤が負に

なるならば，その製造業者は販売活動から撤退する（販売量g＝0）．市場に残った販売業者は独占

的に自社製品をのみを製造・販売する．従って，代替的製品（c＜0）かつiθ1＞1θ18x2≡う＋cδα一θ1

の時，排他的取引の下でM2一θ2のペアは生産・販売から撤退し，以下の均衡販売量となる．

　　　　　　　　　　9吾x（θ・，θ・）－9欝（θ・）≡学，9ダx（θ・，θ・）－0．

　1θ1の値の変化に応じた各流通構造における均衡販売量の変化を，最終財が代替性（c〈0）と補

完性（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4．1に示す．

　q　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q
1．4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．5

　　　　　　　　　　　　　　　q1（EX）　2・4
12

1

a8

α6

a4

a2

0　　　　1　　　Z　　　3　　　4

22
2

1．8

qi（C1）　　1・6

1．4

1．2

1

a8

a6

a4
02

qi（C1）

q1（EX）

　5i，h。，。1°　1　2　3　4　51・h。・。1

－：exclusive　dealing（EX）

一一’ Fcommon　agency（C1，C2）

q2（EX）

qi（C2）

口代替財（c＜0）のケース　　　　　　　ロ補完財（c＞0）のケース

　　　　　　　　　（α＝10，b＝4，c＝土1，θ1＝5　以下同様の数値例）

Figure　4．1：均衡販売量の比較

　上述した線形需要関数の下で，一般的に次の丘nding　factsがある．　Factsの証明は全てAppendix

でなされる．

Fact　4．1．1：均衡販売量の比較における事実
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a．「θ1の値，cの正負に関係なく常に，げx（θ1，θ2）≧gダx（θ1，θ2），gρ（θ1）≧gジ（θ2）．明らかに

　同＝oの時，そしてその時にのみ等号成立．

b・1θ1＝0の時，c〈0ならば9’x（θ1，θ2）＞9ジ（θの．　c＞0ならばgi『x（θ1，θ2）〈9ジ（θの．

c・cの正負にかかわらず，1θ1の増加とともにqジ（θ2）は減少．1θ1の上界では9ρ（θ2）＝0．

d．c〈0のケースにおいて，1θ1の増加と共にgダx（θ1，θ2）は減少し，必ずqダx（θ1，θ2）＝0とな

　る内点の1θiが存在する．c＞0のケースではこのような1θ1は存在しない．

e・c＜0のケースで1θ1の増加とともに，1θ【≦1θ18x2の範囲で9吾x（θ1，θ2）は増加し，1θ1＞

　1θ18×2を超えると一定である．gダX（θ1，θ2）は減少する．

　c＞0のケースではg召x（θ1，θ2），gダx（θ1，θ2）ともに減少する．

£c＞0のケースで，1θ1の上界においてげx（θ1，θ2）＞gダx（θ1，θ2）＞0．

g．c＜0のケースで，常にげx（θ1，θ2）＞4（θの．また上記のFactsより明らかに，1θ1の増加に

　従い，ある1θ1において，qダX（θ1，θ2）とgジ（θ1），g『（θ2）とが順に交わる．

h．c＞0のケースで，常にgρ（θ1）＞gFx（θ1，θ2）．また上記のFactsより明らかに，1θ1の増加

　に従い，ある1θ1において，gジ（θ2）とgfX（θ1，θ2），gダX（θ1，θ2）とが順に交わる．

i．c〈oのケースで，1θ1の増加によるげx（θ1，θ2）の増加割合よりもgダx（θ1，θ2）の減少割合の

　方が大きい．c＞0のケースでは，げx（θ1，θ2）の減少割合はgダx（θ1，θ2）よりも小さい．

j．c〈0かつ1θ1≦1θ18x2のケースで，1θ1の増加によるg『（θ2）の減少割合よりもぜx（θ1，θ2）

　の減少割合の方が大きい．c＞0のケースでは逆に，　g敦θ2）の減少割合の方がgダx（θ1，θ2）の

　減少割合よりも大きい．（c〈0におけるg召x（θ1，θ2）とgρ（θ2）の変化分の大小については一

　般的には言えない．）

　Fact　4．1．1の主張を言葉だけで簡潔に言い換えると次のようになる．まずa．は，販売業者の限

界費用に関する効率性格差の大小に関係なく，また販売される財が代替財か補完財かに関係なく，

排他的取引の下で製造業者が非効率な販売業者を持つと，効率的な販売業者を持つよりも常に生

産量が低くなることを述べている．これは，限界費用が高いと反応関数が下方にシフトして生産

量が低下するという通常の複占競争の結果である．一方，コモン・エージェンシーの下で効率的

な販売業者と取引した方が生産量が多いと言う主張は，独占企業が限界費用の上昇と共に供給量

を削減する議論と同様である．

　b．は，販売業者の限界費用に関する効率性格差がない時，当然同一の流通構造に直面し両販売

業者の販売量は同じであるが，代替財ならば排他的取引の方が，補完財ならばコモン・エージェ

ンシーの方が各販売量が多いことを述べている．これはFigure　4．0の反応関数によって確認でき

る．反応関数の傾きの違いのところで前述したように，この結果は，排他的取引において競争関

係にある流通業者が，2つの製品間に生じる外部性を考慮せず，コモン・エージェンシーよりも攻
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撃的に販売活動を行うことに由来する．代替性（補完性）による負（正）の外部性がある時，自

己利益のみを最大化する排他的取引の下では過大（過小）生産・販売となる．

　c．によれば，コモン・エージェントは外部性を考慮した販売量決定を行うので，代替・補完関

係にかかわらず，限界費用が高くなればなるほど，a．の独占企業のロジックと同様に販売量が減

少する．効率性格差の上界は，需要の切片と非効率タイプの限界費用が等しいところで，当然販

売利潤が0なので販売量0である．

　d．は，代替財のケースで排他的取引の下では，効率性格差の広がりと共に，ある効率性格差以

上では必ず，非効率的な販売・製造業者の組が市場から撤退することを示している．この格差は

非効率的販売業者がコモン・エージェントの時，市場から撤退する効率性格差の上界よりも小さ

い．すなわちコモン．エージェント下でなら撤退せずとも排他的取引の下では撤退する格差が存

在する．排他的取引は撤退後，効率的販売業者と製造業者による自社製品のみの独占的供給とな

る．一方，補完性のケースでは，非効率的タイプは決して撤退しない．

　e．の主張は，代替財のケースでは，効率性の格差が増えると共に，排他的取引の下で効率的な

販売業者と取引する製造業者の生産量は増加し，反対に非効率な販売業者を持つ製造業者の生産

量は減少することを示している．一方，補完財のケースでは，排他的取引の下で効率的・非効率

的いずれの販売業者と取引しても生産量が減少することを示す．これは，販売業者間の競争があ

る排他的取引の下では，代替財の場合，相手の限界費用が高まると相手の反応曲線が下方にシフ

トし，自分の生産量を高める一方，相手の生産量を低下させることに由来する．補完財の場合は

逆に相手の反応曲線の下方シフトが自分と相手の生産量を共に低下させることによる．代替（補

完）のケースで相手が生産を少なくすると，代替（補完）的な自社製品需要が上昇（低下）する

からである．

　f．は，補完財のケースでは，非効率な流通業者をコモン・エージェントとする時には利潤0つま

り販売量0となる状況でも，排他的取引の下で，この非効率的な流通業者と効率的流通業者とが

共存して競争している状況では，それぞれの販売量が正であることを主張している．またこの時

当然効率的な方が非効率な方よりも販売量が多い．補完財のケースで排他的取引の下では，流通

業者間の競争が存在するにもかかわらず，効率的タイプは非効率的タイプを市場から退出させな

い．理由は，自己利益を最大化する効率的タイプにとって，非効率タイプを市場から撤退させる

よりも，需要の補完性により正の外部性のある非効率タイプに正の生産をしてもらった方が，よ

り大きい利益を享受できるからである．

　g．は，代替財のケースで効率性格差にかかわらず，常に排他的取引の効率的タイプの販売量が，

効率・非効率いずれのコモン・エージェントの時の販売量よりも大きいことを述べている．これ

は，代替財の排他的取引は負の外部性を考慮しない過大生産が行われ，また等しい生産が行われ

るコモン・エージェンシーとは異なり，排他的取引下では市場競争により非対称的に効率的販売業

者が非効率的販売業者より販売量が大きくなることに由来する．さらに代替財の下で，排他的取

引下の非効率な販売業者の販売量は，効率性格差の増加と共に減少し，効率的な販売業者がコモ

ン・エージェントの時の生産量は（限界費用θ1を所与として議論しているので）一定なので，b．

c．d．の事実から効率・非効率のコモン・エージェントの販売量と順に交わる．

　h．は，補完財のケースで効率性格差にかかわらず，常に効率的コモン・エージェントの販売量

が排他的取引の効率・非効率いずれの販売量よりも大きいことを述べている．これは，補完財の
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正の外部性を考慮したコモン・エージェントの適切な生産の結果であり，排他的取引の市場競争

における販売業者の効率性の非対称性が，生産水準をより低下させるためである．さらに補完財

の下で，非効率なコモン・エージェントの販売量は，効率性格差の増加と共に減少し，上界に向

かって0となるので，b．　c．　fの事実から排他的取引の効率・非効率の販売量と順に交わる．

　i．は，効率性格差の拡大に伴う排他的取引の下での販売量の変化割合について，代替財のケー

スでは，効率的販売量の増加分よりも非効率的販売量の減少分の方が大きく，補完財のケースで

は，効率的販売量の減少分よりも非効率的販売量の減少分の方が大きいことを示している．理由

は，この比較静学の設定において効率性格差の拡大は，効率的販売業者にとっては相手の，非効

率的販売業者にとっては自分の限界費用が低下することを意味している．従って，自分の費用低

下の直接効果の方が，相手の費用低下による間接効果を上回り，販売量変化の大きさに影響する．

実際に両者の変化の比率は，価格パラメータのわとcの比率に一致する．

　j．は，効率性格差の拡大に伴う非効率なコモン・エージェントの販売量の減少割合について，代

替財ならば排他的取引の非効率販売量の減少割合の方が大きく，補完財ならば小さいことを意味

する．コモン・エージェンシー下では，非効率な共通の販売業者の下で，代替（補完）財の場合

負（正）の外部性を考慮しつつ販売量を減少させる．排他的取引では，効率的販売業者との市場

競争にさらされる非効率な販売業者は代替財の時販売量が大きく減少する．補完財の時，効率的

な販売業者の存在が，補完的製品販売を行う非効率な販売業者の製品販売を引き上げる．（効率的

な排他的取引と非効率なコモン・エージェンシーとの変化分の大小については，外部性を考慮し

ない一方で相手の費用が増加する効果と，外部性を考慮するが販売業者の費用が増加する効果と

のトレードオフにより，一般的には決まらない．）

4．1．2　均衡総販売量の比較

　均衡総販売量は，販売される製品が完全代替財ではないので，一般的にはあまり意味を持た

ないが，上記の線形需要関数の下では2人の製造業者の供給する財が対称性を有しているので，

総量を産業全体の何らかの尺度（或いは平均水準）として考えることは可能である．記号の簡

単化のため，均衡総販売量をQにより表すものとする．排他的取引で両者共に正の販売量の時，
QEX（θ1，θ2）≡g召X（θ1，θ2）十qダX（θ1，θ2）＝2響．コモン・エージェンシーの時，　QO（θ1）≡

gf（θ1）＋6（θ1）＝2qア（θ1）＝2！鍔象），Qσ（θ2）≡gf（θ2）＋gi7（θ2）＝2（8（θ2）＝2鴇象）である．

Qσ（θ1）は［θ1の影響を受けない．剛に関する変化を見るために式を変形して，

　　　　　　If・〈0・nd　lθ1≦！θ【8x2－（b＋c）警一θ1），・・c＞0，　QEx（θ、，θ、）－2（α≠！刊θ1．

　　　　　　　　　If・＜o・nd　lθ1＞1θ18x2，　QEX（θ・，θ・）－q需（θ、）一梁．

　　　　　　　　　　　　　　　Qσ（θ・）－2qρ（θ・）一響，

　　　　　　　　　　　　　　　Qσ（θ・）－29ρ（θ・）－2（α舌皇琵1θ1）．

　1θ1の値の変化に応じた各流通構造における均衡総販売量の変化を，代替1生（c〈0）・補完性（c＞0）

それぞれのケースについてFigure　4．2に示す．

Fact　4．1．2：均衡総販売量の比較における事実
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Q　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q
2．2

2

1．8

1．6

1．4

1．2

1

〔18

06

a4

a2

0　　　　1　　　2　　　3　　　4

Q（C1）4

Q（EX）3

2

1

Q（C1）

Q（EX）

Q（C2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q（C2）
51・h，・。1°　1　2　3　4　51，h。，。1

騨鱒闇■ Fexclusive　dealing（EX）

一一噂事 Fcommon　agency（C1，C2）

口代替財（c＜0）のケース　　　　　　　ロ補完財（c＞0）のケース

Figure　4．2：均衡総販売量の比較

a．明らかにiθ1の値，cの正負に関係なく常に，　Qσ（θ1）≧（～o（θ2）で，等号は「θ1＝0の時のみ

　成立．

b．［θ1＝0の時，c〈0ならばQEx（θ1，θ2）＞Qo（θの．　c＞0ならばQEx（θ1，θ2）〈Qσ（θの．

c．cの正負にかかわらず，1θ1の増加とともにQO（θ2）は減少，1θ1の上界ではQσ（θ2）＝0．

　QEX（θ1，θ2）も非増加で，　c＞0なら厳密に減少，　c＜0の時ある値まで減少関数でその

　後一定．（ゆえにc＜0ではQEX（θ1，θ2）とQσ（θ1）は1回交わる．）

d．cの正負にかかわらず，1θ1の上界において0＜QEx（θ1，θ2）＜Qσ（θ1）．（ゆえにc＞0では

　QEX（θ1，θ2）とQO（θ2）は1回交わる．）

e．cの正負にかかわらず，　QEX（θ1，θ2）の減少割合よりも（20（θ2）の減少割合の方が常に大きい．

これらの事実は，均衡における各販売量の事実から導かれる．意味を確認すると，a．は，コモン・

エージェントが非効率的だと総販売量が低下することを，b．は，エージェントの効率性格差がな

い時，代替財ならば排他的取引が，補完財ならコモン・エージェンシーが総供給量が多いことを

述べている．b．の理由は，排他的取引が製品間の外部性を考慮しないことによる過大（過小）供

給のためである．c．では，コモン・エージェントが非効率であればあるほど総販売量が低下する

という明らかな事実と，効率性格差が拡大する排他的取引でも総販売量が低下する事実を述べて

いる．後者の事実は，費用格差の拡大が排他的取引の競争を緩和し，効率的な製造業者の独占状

態に近づくために販売量が低下するためである．d．は，非効率的コモン・エージェントが販売を
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行わない効率性格差の下で，排他的取引の総供給量は正であり，効率的コモン・エージェントの下噛

での総供給量を下回ることを述べている．最後にe．は，効率性の差によって生じる総販売量の減

少割合について，排他的取引の方が非効率コモン・エージェンシーよりも少ないことを示してい

る．d．　e．の理由は明らかである．効率的タイプが存在するので排他的取引の下で販売量は常に正

であり，外部性を考えない分，上界では効率的コモン・エージェンシーより供給量砿低く，非効率

コモン・エージェントより減少割合は小さい．

4．1．3　価格の比較

均衡価格は・排他的取引で酵共。こ正の販売量の時・（PぞX，P釣一（α」2－2c22窄。零bc　θ・，α一

辱）・コモン・エージェンシー塒呼（θの一α一学，乞，ゴー・，2，である．P9（θ、）

は同の影響を受けない．1θ1に関して式を変形し，
If・＜0・nd　lθ1≦1θ18x2－（b＋c）警一θ1），・・c＞0，

　　　Pfx（θ・，θ・）一・一（b＋c）（bう1甥1）＋わclθ1，幽θ・，θ・）一ト（b＋c）（b－2c畢尚（b2－2c2）1θ1・

If・〈Oand　lθ1＞1θ【8x2，

　　　　　　　　　　　pfX（θ・，θ・）－P驚（θ・）≡・一学，　Pタx（θ・，θ・）－0．

　　　　　　　　　　　　　P9（θ・）一・一学，P9（θ・）一・一α一θ養一1θ1．

1θ1の値の変化に応じた各流通構造における均衡価格の変化を，最終財が代替性（c〈0）と補完性

（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4．3に示す．　　　　　　　　　　　　　　’

Fact　4．1．3：均衡価格の比較における事実

a・1θ1の値，cの正負に関係なく常に，　P9（θ1）≦P9（θ2）．また1θiの値に関係なくc＞oの時，

　またはc＜0かつ1θ1≦1θ18x2の時，　p｛ヨx（θ1，θ2）≦pタx（θ1，θ2）．明らかに1θ1；0の時，そ

　してその時にのみ等号成立．

b・1θ1＝0の時・c＜0ならばPダx（θ1，θ2）＜P9（θ乞）．　c＞0ならばP野x（θ1，θ2）＞Pジ（θの．

C．Cの正負にかかわらず，1θ1の増加とともにpg（θ2）は増加．

d．c〈0のケースにおいて，1θ1の増加と共にp夕x（θ1，θ2）は増加し，ある内点1θ1＞1θ18x2を

　超えるとPタx（θ1，θ2）＝0となる．c＞0のケースでも1θ1の増加と共にPタx（θ1，θ2）は増加

　するが，ジャンプは存在しない．

e・c＜0のケースで1θ1の増加とともに，pfX（θ1，θ2）は非減少で，1θ1≦1θ18x2まで厳密に増加

　し・それを超えると一定値となる・（d・よりPタx（θ1，θ2）も1θ1≦1θ18x2まで厳密に増加し，

　それを超えると0にジャンプする．）c＞0のケースではp召x（θ1，θ2）は減少，pタx（θ1，θ2）は

　増加する．
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P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P

lO　　　　　　　　　　　　　　　　　　P（C2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1〔L5

9．5

呂．5

7．5
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9．5

8．5

P1（EX）　8

P2（EX）

P（C2）

P1（EX）

　　　　　　　　　　　　　　　　　ア．5
0　　　　　　1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4　　　　　　51thetal　　　　　O　　　　　　1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4　　　　　　51thetaI

一：exclusive　dealing（EX）

膳一一’ Fcommon　agency（C1，C2）

口代替財（c＜0）のケース　　　　　　　ロ補完財（c＞0）のケース

Figure　4．3：均衡価格の比較

f．c＜0のケースで，［θ1＞1θ18x2においてp召x（θ1，θ2）＝p敦θ1）．　c＞0のケースで，1θ1の上

　界においてpタX（θ1，θ2）＞p9（θ2）〉潭X（θ1，θ2）＞p9（θ1）．

g．c＜0のケースで，常にpfx（θ1，θ2）≦p9（θの，pダx（θ1，θ2）＜p9（θ2）．また上記のFactsより

　明らかに，1θ1の増加に従い，ある1θ1において，Pタx（θ1，θ2）とP9（θ1）が交わる．

h．c＞0のケースで，常にp9（θ1）＜pぞx（θ1，θ2），　p9（θ2）＜pタx（θ1，θ2）．また上記のFactsよ

　　り明らかに，1θ1の増加に従い，ある1θ1において，p9（θ2）と〆X（θ1，θ2）が交わる．

i．c＜oのケースで，1θi≦1θ18x2において1θ1の増加による搾x（θ1，θ2）の増加割合よりも

　pタx（θ1，θ2）の増加割合の方が大きい．c＞0のケースでは，　pぞx（θ1，θ2）の減少割合よりも

　pタX（θ1，θ2）の増加割合の方が大きい．

j．c＜0のケースで，［θ1の増加によるp9（θ2）の増加割合の方がpタx（θ1，θ2）の増加割合よりも

　大きい．c＞0のケースでは逆に，　p9（θ2）の増加割合の方がpタx（θ1，θ2）の増加割合よりも

　大きい．c＞0においてp野x（θ1，θ2）の減少割合とp9（θ2）の増加割合の変化分については，

　p9（θ2）の方が大きい．

これらの結果は全て，均衡販売量のFactsと対応している．価格と販売量との双対性より導かれ

るので，個別の説明はしない．効率性格差の拡大と共に，代替財の時のみ排他的取引の非効率タ

イプは販売活動を止めてしまうため，価格は0にジャンプする．
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4。1．4　均衡利潤の比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　2つの流通構造の比較を行う際に重要となる均衡利潤について，以下では分析を行う．排他的取引
塒・両製造業者が製品を販売する塘1こおいて・・’X（θ・，θ・）一告99（θ・，θ・）一響・

コモン・エージェンシーの時・惚）一学93（θの一！鵠基頑θ・）は1θiの影響を受けない・コモ

ン・エージェンシーの時，利潤関数が対称的な同じ構造なのでg1（θの＝g2（θのより，u致θの＝啄（θの．

1θ1に関して式を変形し，

If・〈0・nd　lθ1≦1θ18x2－（b＋c）警『θ1），・・c＞0，

ぜX（θ1，θ・）－b（（b＋i緩ち1牙ciθ）2，・ダX（θ・，θ・）－bb＋害緩玲blθD2・

If・〈0・nd　lθ1＞1θ18x2，

　　　　　　　　　　ぜx（θ、，θ、）一・需（θ、）≡（αう1・）2一ダx（θ、，θ、）－0．

・乎（θ・）一髪蕩・ジ（θ・）一（α叢昌D2・

　1θ1の値の変化に応じた各流通構造における均衡利潤の変化を，最終財が代替性（c〈0）と補完

性（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4．4に示す．

V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V

3．5

3

2．5

2

1．5

1

05

v1（EX）

6

5

　　　4v（C1）

3

2

1

v（C1）

v1（EX）

v2（EX）

゜　1　2　3　4　51・h。・。1°　1　2　3　4　5　h。，。1

　　　　　　　　　　　　　－：exclusive　dealing（EX）

　　　　　　　　　　　　　一醤’昌：common　agency（C1，C2）

口代替財（c＜0）のケース　　　　　　　　ロ補完財（c＞0）のケース

　　　　　　　　　　　　Figure　4．4：均衡利潤の比較

Fact　4．1．4：均衡利潤の比較における事実
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a．［θ1の値，cの正負に関係なく常に，”敷θ1）≧”ρ（θ2），ぜX（θ1，θ2）≧uダx（θ1，θ2）．明らかに

　剛＝0の時，そしてその時にのみ等号成立．

b．iθi＝0の時，　cの正負に関係なく常に，ザx（θ1，θ2）〈”ρ（θの．

c．cの正負にかかわらず，1θ【の増加とともにuρ（θ2）は減少．1θ1の上界においてuジ（θ2）＝0．

　c＞0またはc＜0，1θ【≦1θ18x2においてuダx（θ1，θ2）は減少する．

d・c＜oのケースにおいて，ある内点を超えると（1θ1＞1θi8x2）曜x（θ1，θ2）篇oとなる．　c＞o

　のケースでは，こうした内点は存在しない．

e．c〈0のケースで1θ1の増加とともに，ぜx（θ1，θ2）は非減少で，1θ1≦1θ18x2まで厳密に増加

　し，それを超えると一定値となる．c＞0のケースではuFX（θ1，θ2）は常に減少する．

fc〈0のケースで，1θ1＞1θ［8x2においてぜx（θ1，θ2）〉”致θ1）．c＞0のケースで，1θ1の上

　界においてぜx（θ1，θ2）〉ぜx（θ1，θ2）＞0．

g．c＜0のケースで，常にuダx（θ1，θ2）＜礁（θの．また上記のFactsより明らかに，1θ1の増加

　に従い，ある1θ1において，ぜX（θ1，θ2）は礁（θ2），ガ（θ1）と順に交わる．

h．c＞0のケースで，常にuジ（θ1）〉ザx（θ1，θ2）．また上記のFactsより明らかに，1θ1の増加

　に従い，ある1θ1において，ず（θ2）はぜX（θ1，θ2），ぜX（θ1，θ2）と順に交わる．

i・c＞0のケースにおいて，1θ1の増加による確x（θ1，θ2）の減少割合よりもぜx（θ1，θ2）の減少

　割合の方が大きい．c＜0かつ1θ1≦1θ18x2の時，ぜx（θ1，θ2）の増加割合とぜx（θ1，θ2）の

　減少割合については，はじめザX（θ1，θ2）の減少割合の方が大きいが，後にufX（θ1，θ2）の増

　加割合の方が大きくなる．

j．c＞0のケースで，｝θ【の増加による礁（θ2）とぜx（θ1，θ2）の減少割合は；はじめガ（θ2）の

　方が大きいが，後にぜx（θ1，θ2）の方が大きくなり逆転する．c＜0かつ1θ1≦1θ18x2のケー

　スでは，逆にはじめぜX（θ1，θ2）が大きく，後にガ（θ2）が大きくなる．傾きが等しくなる点

　はいずれのケースも同じである．

　ぜX（θ1，θ2）の減少（増加）割合とり敦θ2）の減少割合の変化についても同様のことが言える．

　Fact　4．1．4の主張の意味を簡単に記す．　a．は当然の結果で，効率性格差と代替・補完性に関係

なく，コモン・エージェントが効率的な方が常に利潤が高いことと，排他的取引下で効率的販売業

者を持つ方が常に利潤が高いことを述べている．これは，限界利潤が高いと独占利潤が減少する

ことと，複占競争下で限界費用の高い方が利潤が少ない事実から従う．b．も当然の結果で，費用

格差がない時，代替・補完関係にかかわらず，必ずコモン・エージェンシーの方が排他的取引より

利潤が高いことを示す．この結果は，対称的な製造業者にとって，クールノー複占競争よりも独

占利潤を配分する結託の方が，利潤が高くなる事実から従う．c．も明らかであるが，代替・補完

関係に依存せず，コモン・エージェントが非効率になればなるほど，製造業者の利潤は低下する．

また排他的取引下での非効率な方も利潤は低下する．理由はa．で述べた通り．
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　d．は，代替財のケースで，排他的取引の非効率タイプは，非効率性が大きくなりある内点の効

率性格差を超えると，生産・販売活動から撤退し，利潤が0となることを述べている．補完財の

ケースでは，このような販売活動からの撤退はない．理由は，代替財では市場競争が激化し，非

効率タイプに正の利潤を与える高価格を維持できないからである．補完財では，市場競争が正の

外部性により緩和され，効率的タイプが多く利潤を得るために非効率タイプがある程度生産する

ことが必要とされる．e．も同様の理由から，排他的取引の効率的タイプは，代替財の時，効率性

格差の拡大と共にある水準まで利潤は増加し，非効率タイプが撤退した後は，一定の独占利潤を

享受する．補完財の時は，効率的タイプの利潤は減少する．

　fは，代替財のケースで，効率的コモン・エージェントの下での販売利潤と，排他的取引下で非

効率タイプが撤退した後の効率的タイプの独占利潤とを比較すると，後者の方が大きいことを述

べている．理由は，コモン・エージェンシーのケースでは，両製造業者に生産させることから生

じる負の外部性を考慮した独占利潤であるのに対し，排他的取引ではこうした外部性は他の販売

業者が販売せず存在しないからである．一方，補完財のケースでは，非効率コモン・エージェン

トならば販売しない費用水準において，排他的取引の下では，効率的・非効率的いずれの販売業

者も販売活動を行う．当然効率的タイプの方が利潤が高い．これは両者が生産することで生じる

正の外部性の結果である．

　g．では，代替財のケースで常に，効率・非効率を問わずコモン・エージェントの利潤が排他的

取引下の非効率タイプよりも大きいという主張で，競争にさらされた非効率タイプの利潤が最も

小さいことを示している．またb．c．　e．£から排他的取引の効率的利潤は，非効率・効率コモン・

エージェントと順に交わる．h．は，補完財のケースで常に，効率的コモン・エージェントの利潤

が，排他的取引の各利潤よりも大きい主張で，正の外部性の考慮に由来する．b．　c．　e．　f．より非

効率コモン・エージェントの利潤は排他的取引の効率・非効率タイプの利潤と順に交わる．

　i．j．は効率性格差の拡大に伴う均衡利潤の変化割合について，排他的取引の2つの利潤を比較

している．i．では，補完財のケースで，効率的タイプよりも非効率的タイプの減少割合が大きい

のは，非効率タイプの限界費用が自分自身に与える効果が，効率的タイプの相手に与える効果よ

りも大きいこと，また補完財でお互いの販売量の低下が相手の販売量を低下させるので，この効

果が格差の拡大に伴って継続することに由来する．一方，両タイプが販売を行う状況で代替財の

ケースでは，はじめ非効率の方の減少割合が効率的な方の増加割合を上回るが，後に逆転する．理

由は，効率性格差がほとんどない時，限界費用増加の与える販売量減少の効果が1階の効果とし

て，ライバルよりも自分自身の利潤に大きく影響する．一方，効率性格差が大きくなると，製品

間に負の外部性のある代替財の場合，効率的タイプは相手販売量の減少が自分の販売量増加の限

界利潤を拡大し，非効率タイプは逆に，限界利潤を低下させる．この限界利潤への効果が上回る

ので，非効率タイプの利潤減少割合は低下する．

　最後に，」．では，非効率な流通業者について，コモン・エージェンシーと排他的取引のそれぞれ

の下での，効率性格差の拡大に伴う均衡利潤の変化割合を比較している．補完財（代替財で正の

販売を行う時）のケースでの減少割合は，はじめコモン・エージェンシー（排他的取引）の方が

大きいが，後に排他的取引（コモン・エージェンシー）の方が大きくなる．理由は，補完財（代

替財）では，正（負）の外部性が製品間にあり，コモン・エージェンシー下では協調的にこの効

果を把握した上で販売し，利潤を調整するのに対し，排他的取引下では市場競争により，このよ



濱田弘潤：流通業者の費用格差が複占競争下で及ぼす影響　　　　　　　129

うな外部性を完全に内部化できない．従って当初は，排他的取引は過少生産（過大生産）で，適

切な調整ができない分だけ利潤の減少割合は小さい（大きい）．一方，補完財のケースで，非効率

の程度の大きいコモン・エージェンシーでは，利潤が0に近い状況で費用増加が利潤低下にもた

らす効果が，2階の効果でしかなく，傾きは0に近い．これに対して，費用条件が非対称な排他的

取引は，i．で説明したような正の外部性から生じる，お互いの販売量が利潤に与える限界的効果

が依然存在し，この効果が上回る．他方，代替財のケースでは，コモン・エージェントが販売し

なくなる前に，排他的取引の方が販売を停止し，費用の利潤への効果が2階の効果しか持たない．

このことにより最終的にはコモン・エージェントの減少割合が上回る．以上が理由の説明である．

より複雑となるが，同様のロジックが排他的取引の効率的タイプと非効率コモン・エージェント

の変化割合の絶対値の説明にも当てはまる．

4．1．5　均衡総利潤の比較

　2つの流通構造における両製造業者の合計均衡利潤を比較する．記号の簡単化のため，均衡総利

潤をyにより表す．排他的取引の時，両製造業者が製品販売を行う均衡において，yEX（θ1，θ2）≡
・吾X（θ・，θ・）＋・ダX（θ・，θ・）－bうα一θ1＋c　守、鱗一θ2＋c　θ12・コモン・エージェンシーの時，

yσ（θ・）－2・9（θ・）一（寄．y°（θ・）は1θ1の影響を受けない．1θ1に関して式を変形し，

If・＜o・nd　lθ1≦1θ18x2－（b＋c）警｝θ1），・・c＞o，

　　　　　　　　　　yEX（θ・，θ・）一う2b＋c）2α一θ・2一22蔑ll豪θ・）【θ1＋（b2＋c2θ2・

If・＜0・nd　lθ1＞1θ18x2，

　　　　　　　　　　　　　　yEX（θ、，θ、）一・需（θ、）－4．

V・（θ、）一讐，y・（θ、）一α一8±i。θ2．

1θ1の値の変化に応じた2つの流通構造における均衡総利潤の変化を，最終財が代替性（c〈0）

と補完性（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4．5に示す．

Fact　4．1．5：均衡総利潤の比較における事実

a．1θ1の値，cの正負に関係なく常にyσ（θ1）≧yσ（θ2）（1θ【＝0のみ等号成立）．yEX（θ1，θ2）＜

　yO（θ1）．

b．cの正負にかかわらず，1θ1の増加とともにyO（θ2）は減少．1θiの上界においてyσ（θ2）＝0．

　c＞0のケースで，yEX（θ1，θ2）は減少する．

c．c＜0のケースで，ある内点（1θ18x2）を超えると，　yEX（θ1，θ2）は一定値となる．0≦1θ1≦

　1θ18×2において，ある水準までyEX（θ1，θ2）は減少しその後増加に転じる．上記のFactsよ

　りCの値に関係なく1θ1の増加に伴い，yO（θ2）はyEX（θ1，θ2）と交わる．
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Figure　4．5：均衡総利潤の比較

d・c＞0のケースで，1θ1の増加によるyO（θ2）とvEX（θ1，θ2）の減少割合は，はじめyO（θ2）

　の方が大きいが，後にvEX（θ1，θ2）の方が大きくなり逆転する．　c＜0かつ1θ1≦1θ18x2の

　ケースでは，yEX（θ1，θ2）が減少する時の減少割合の絶対値よりも，　yO（θ2）の減少割合の絶

　対値の方が常に大きい．最後にvEX（θ1，θ2）が増加する時の増加割合との変化分の比較に関

　しては，一般的な大小関係は言えない．

Fact　4．1．5は，均衡における各販売利潤の事実Fact　4．1．4から直接導かれる．非効率性が大き

くなると，非効率な販売業者に委託しない方がよいことの明らかな帰結である．　　　　r’

4．1．6　消費者余剰の比較

　次に，消費者余剰に関する比較静学を行う．・まず消費者余剰を導出する．これまで議論してき

た，異なる流通システムを通じて供給される2つの代替・補完財に関して，上記のように特定化

された線形（逆）需要関数に従う消費者需要から，消費者余剰を導出する．参照のために線形逆

需要関数を再掲する．

P・一α一皇9・＋・q・，P・一α一告9・＋・g・；

　　　α≧θ乞∀θ琶．6＞0，δ＞2c＞一δ．
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この需要関数の下での消費者余剰は，次式で表される．9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む
　　　・8（00q1，92）一ズP・嘘ω＋ズP・（輪一plgl－P99身一1［（ql）2＋（q身）2］・（4）

　ここで注意すべき点として，4．1．5における均衡総利潤との関係を考える．排他的取引の下で，

両販売業者が生産を行う時（すなわちc＞0またはc＜0，0≦1θ1≦｝θ【8x2），ザx（θ1，θ2）＝

畠（q野X（θ1，θ2））2より，排他的取引の均衡総利潤は，γEX（θ1，θ2）≡ぜX（θ1，θ2）＋ぜX（θ1，θ2）霊

告［（g召x（θ1，θ2））2＋（qダx（θ1，θ2））2］．一方非効率な業者が撤退する時（c＜0，1θ1＞［θ［8x2），

yEX（θ1，θ2）＝U需（θ1）＝告（q鑑1（θ1））2．ゆえにいずれのケースでもyEX（g1，q2）＝畠（g12＋g22）

であり，排他的取引においては，yEX（g1，g2）＝208EX（q1，g2）．均衡総利潤は消費者余剰のちょ

うど2倍の大きさである．

　他方，コモン・エージェンシーの下では，”g（θの一bう2c（99（θ・））2より，yσ（θの＝bう2c［（gf（θ¢））2＋

（q欽θの）2］．ゆえにVσ（g1，g2）＝2（≒2c）0θo（g1，g2）．代替財（c＜0）の時（補完財（c＞0）の時），

均衡総利潤は消費者余剰の2倍以上（2倍以下）となる．排他的取引とコモン・エージェンシーど

ちらにおいても均衡総利潤と消費者余剰は，販売量の2乗和を通じて密接に関係している．

．上記の結果を参考に，均衡における消費者余剰の限界費用（θ1，θ2）との関係を調査する．剛に関

する比較静学を行うために，式を変形すると，以下のようになる．03σ（θ1）は剛に影響しない．

If・〈oand　lθ1≦1θ1亭x2－（b＋c）撃一θ1），・・c＞o，

・8Ex（θ・，θ・）－b［（b（α一θ・）＋c（α一 y舞一θ・）＋cα一θ・）2－b2（b＋c）2α一θ・）2－2薯歩馨θ・）1θi＋（b2＋c2）1θ12・

If・＜Oand　tθ1＞1θ18x2，

　　　　　　　　　　　　　　0θEX（θ、，θ、）一圭需（θ、）一（α器・）2．

　　　　　・3°（θ・）一、（、皇、。）V°（θ1）一祭群，・3σ（θ・）一、（、皇、，）V°（θ・）－b（癒1鍔）2・

　1θ1の値の変化に応じた2つの流通構造における消費者余剰の変化を，最終財が代替性（c〈0）

と補完性（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4・6に示す・

　グラフは均衡総利潤と消費者余剰との関係から，Figure　4．5と類似しているが，違いもある．

以下に，グラフから得られる事実を列挙する．

Fact　4．1．6：消費者余剰の比較における事実

　a．1θ1の値，cの正負に関係なく常に05σ（θ1）≧0θσ（θ2）（［θ1＝0のみ等号成立）．10

　b．cの正負にかかわらず，1θ1の増加とともに05c（θ2）は減少．1θ1の上界において0θσ（θ2）＝0．

　　c＞0のケースで，05EX（θ1，θ2）は減少する．

　c．c＜oのケースで，ある内点（1θ18x2）を超えると，　oθEX（θ1，θ2）は一定値となる．　o≦1θi≦

　　　1θ18×2において，ある水準まで03EX（θ1，θ2）は減少しその後増加に転じる．

　9この消費者余剰は，非効率な流通業者が生産を行わないケースにおいても，そのまま成立する．
　10均衡総利潤がγEX（θ1，θ2）＜γσ（θ1）であったのとは異なり，以下で見るようにσ5’EX（θ1，θ2）＜0θo（θ1）は必

ずしも成り立たない．
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Figure　4．6：消費者余剰の比較

d．c＞0の時，常に08Ex（θ1，θ2）＜080（θ1）．　c＜0の時の0θEx（θ1，θ2）と030（θ1）の大小

　関係については，一概に言えない．

e．1θi＝0の時，c〈0ならば05’EX（θ乞，θの〉σθo（θの．（上記d．よりc＞0ならば08EX＠，θの〈

　080（θのは明らか．）上記のFactsよりc＞0の時1θiの増加に伴い，05c（θ2）は0θEx（θ1，θ2）

　と交わる．

£c＜0，1θ；＞1θ［8x2において，常に0θEx（θ1，θ2）＞0θo（θ2）．0≦1θ1≦1θ1『x2の時は大小

　関係は一概に決定できない．

g．c＞0のケースで，1θ1の増加による030（θ2）と0θEx（θ1，θ2）の減少割合は，はじめ05c（θ2）

　の方が大きいが，後に03EX（θ1，θ2）の方が大きくなり逆転する．　c＜0かつ1θ1≦1θ18x2の

　ケースでは，0θEX（θ1，θ2）が減少する時の減少割合の絶対値よりも，0θo（θ2）の減少割合

　の絶対値の方が常に大きい．最後に0θEX（θ1，θ2）が増加する時の増加割合と0θσ（θ2）の減

　少割合の比較に関しては，0θσ（θ2）の変化分の方が大きい．

　Fact　4．1．6は，均衡総利潤と同様の手続きにより証明される．消費者余剰に関して注目すべき

事実についてのみ説明する．まずd．より，補完財の時は，常に効率的なコモン・エージェンシー

の方が消費者余剰が大きい．一方，代替財の場合は，はじめは排他的取引の方が大きいが（e．よ

り），費用格差の拡大と共にいずれの取引形態の方が消費者余剰が大きいかが，変数のパラメータ

に依存することを示している．補完財の場合は，コモン・エージェンシーの下で正の外部性が余

剰にプラスされることと，費用の効率性の効果が，独占による社会厚生の損失を上回り，常に消
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費者余剰が大きい．反対に代替財の場合，負の外部性を消費者が負担する効果と独占の厚生損失

効果という2つのマイナス効果，費用効率性のプラス効果とのトレードオフが存在する．排他的

取引の下で，非効率的販売業者が市場撤退した後では，負の外部性を内部化した2製品の独占と，

外部性を考えない1製品の独占との消費者余剰の大きさに依存する．

　f．についても，外部性と独占の厚生損失，費用効率性の3つの効果によって説明することがで

きる．£の主張は，代替財のケースでは，非効率的業者が市場から撤退した後の独占排他的取引

の方が，非効率なコモン・エージェントによる販売よりも常に消費者余剰が高いことを述べてい

る．この結果は，コモン・エージェントの下での独占による消費者余剰の減少と費用格差が与え

る消費者余剰へのマイナス効果が，排他的取引下での独占効果と外部不経済のマイナス効果を上

回る結果として生じたものである．他方で，非効率的業者が市場から撤退していない時には競争

による消費者余剰へのプラス効果と非効率業者の存在によるマイナス効果，外部性効果の大小関

係に従って，需要関数のパラメータに応じて消費者余剰の大小関係が異なる．

　g．では，均衡総利潤の事実d．と同様，費用条件の変化が，消費者余剰の大きさをどれだけ変化

させるかについて主張している．これらの効果も，1．独占による社会厚生の減少効果，2．限界費

用の効率性格差の効果，3．外部性の効果という3つの効果の大小関係によって，傾きの符号と大

きさを説明することができる．ただ一点，均衡総利潤の事実d．と相違する点は，排他的取引下で

の消費者余剰の増加分は，常に非効率コモン・エージェンシー下の減少分よりも絶対値で見て小

さくなることである．これは，均衡総利潤が消費者余剰以上に，費用格差に大きく反応すること

に由来し，その理由は上記3つの効果が与えるインパクトの違いによって説明される．

4．1．7　社会厚生の比較

　最後に，社会厚生に関する比較静学を行う．社会厚生（総余剰）は，均衡総利潤と消費者余剰

との合計として算出される．総余剰をTθで表すと，T3（θ1，θ2）≡y（θ1，θ2）＋05（θ1，θ2）．4．1．5

と4．1．6の帰結より，均衡社会厚生に関して，1θ1に関する比較静学を行うと，以下のようになる．

T50（θ1）は1θ1に影響しない．

If・＜0・nd［θ1≦1θ1『x2－（b＋c）票一θ1），・・c＞0，

TθEX（θ・，θ・）－3b［（b（　θ・）起（　繕lllα一θ・）＋c（α一θ・））2］－3δ［2（b＋の2（α一θ1）2－…陛馨一θ1）1θ1＋（b2＋♂）【θ121・

If・＜Oand　iθi＞1θ18x2，

T8EX（θ、，θ、）－3（αぎ誤・）2。

　　　　　　　　　　T5σ（θ・）一（3≒畿タ・2，∬°（θ・）一（3b｝4鑑ナ♂θD2・

　1θ1の値の変化に応じた2つの流通構造における社会厚生の変化を，最終財が代替性（c〈0）と

補完性（c＞0）のそれぞれのケースについて，Figure　4．7に示す．

　グラフは均衡総利潤と消費者余剰から直ちに得られる．以下に，グラフから得られる事実を列

挙する．
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Figure　4．7：均衡社会厚生の比較

Fact　4．1．7：均衡社会厚生の比較における事実

a・1θ1の値，cの正負に関係なく常にTθo（θ1）≧Tθo（θ2）（1θ1＝oのみ等号成立）．

b．cの正負にかかわらず，！θ1の増加とともにTθσ（θ2）は減少．1θ1の上界において7「θσ（θ2）＝0．

　c＞0のケースで，T5’EX（θ1，θ2）は減少する．

c・c〈0のケースで，ある内点（「θ18x2）を超えると，　T3EX（θ1，θ2）は一定値となる．0≦1θ1≦

　［θ18×2において，ある水準までT5EX（θ1，θ2）は減少しその後増加に転じる．

d．c＞0の時，常にTθEX（θ1，θ2）＜Tθo（θ1）．　c＜0の時のTθEX（θ1，θ2）とT30（θ1）の大小

　関係については，一概に言えない．

e．1θ1＝0の時，c＜0ならばT5EX＠，θの＞Tθo（θの．（c＞0ならばTθEX（θ乞，θの〈T50（θの．）

　上記のFactsよりc＞0の時1θ1の増加に伴い，　T30（θ2）はT3EX（θ1，θ2）と交わる．

Lc＜0，；θ［＞1θi8x2において，常にT5Ex（θ1，θ2）＞T5c（θ2）．0≦1θ1≦1θ18x2の時は大小

　関係は一概に決定できない．

g．c＞0のケースで，1θ1の増加によるT5c（θ2）とT3EX（θ1，θ2）の減少割合は，はじめ7「5c（θ2）

　の方が大きいが，後にT5’EX（θ1，θ2）の方が大きくなり逆転する．　c〈0かつ1θi≦1θ18x2の

　ケースでは，TθEX（θ1，θ2）が減少する時の減少割合の絶対値よりも，　Tθ0（θ2）の減少割合

　の絶対値の方が常に大きい．最後にT3EX（θ1，θ2）が増加する時の増加割合との変化分の比

　較に関しては，一般的な大小関係は言えない．
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　Fact　4．1．7は，　Fact　4．1．5とFact　4．1．6より従う．均衡社会厚生に関して注目すべき事実に

ついて説明する．

　d．より，補完財の時は，常に効率的なコモン・エージェンシーの方が均衡社会厚生が大きい．一

方，代替財の場合は，はじめは排他的取引の方が大きいが（e．より），費用格差の拡大と共にいず

れの取引形態の方が均衡社会厚生が大きいかが，変数のパラメータに依存することを示している．

補完財の場合は，コモン・エージェンシーの下で正の外部性が余剰にプラスされることと，費用

の効率性の効果が，独占による社会厚生の損失を上回る．反対に代替財の場合，負の外部性効果

と独占の厚生損失効果という2つのマイナス効果と費用効率性のプラス効果とのトレードオフが

存在する．

　fより，代替財のケースで販売業者の効率性格差が非常に大きい時，非効率的業者が市場から

撤退した後の独占排他的取引の方が，非効率なコモン・エージェントによる販売よりも常に均衡

社会厚生が高いことを述べている．理由は，均衡総利潤の減少分が均衡消費者余剰の増加分を上

回るからで，排他的取引の下で生じる負の外部性による企業損失よりも，費用格差による消費者

余剰の減少効果が大きいことによる．この結果は，コモン・エージェントの下での独占による社

会厚生の減少と費用格差が与えるマイナス効果が，排他的取引下での独占効果と外部不経済のマ

イナス効果を上回るために生じたものである．総余剰の観点からはコモン・エージェンシーの方

が望ましい．他方で，非効率的業者が市場から撤退していない時には競争による社会厚生へのプ

ラス効果と非効率業者の存在によるマイナス効果，外部性効果の大小関係に従って，需要関数の

パラメータに応じて均衡社会厚生の大小関係が異なる．

　g．では，均衡総利潤の事実d．や消費者余剰の事実g．から帰結するが，費用条件の変化が均衡

社会厚生の大きさをどれだけ変化させるかについて主張している．これらの効果も，1．独占によ

る社会厚生の減少効果，2．限界費用の効率性格差の効果，3．外部性の効果という3つの効果の大

小関係によって，傾きの符号と大きさを説明できる．排他的取引下での消費者余剰の増加分は，常

に非効率コモン・エージェンシー下の減少分よりも絶対値でみて小さく，消費者余剰と均衡総利

潤の合計としての均衡社会厚生は，消費者余剰の変化の大きさと同様の変化が見られる．

4．2　ひとまずのまとめ

　4節では，クールノー複占競争下において，流通業者の費用格差が与える均衡諸変数の変化を，

いくつかの事実として調査することができた．以上の多くの事実から，比較的重要な結論と，こ

の結論を踏まえた現実の企業の流通形態に関する提言を述べることが可能となった．しかし紙幅

の関係上，本論文ではひとまず計算結果を提示するに留め，結論と現実の流通形態の問題に関す

る提言は，次回に譲ることとしたい．11

　11『流通業者の効率性格差に関する流通チャネルの比較分析』（未定稿）では，結論の整理と結論が示唆する現象の

説明を行っている．
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A　Appendix
A．1　均衡諸変数の比較に関するEactsの証明

A．1．1　Fact　4．1．1の証明

　1θ1≡θ2一θ1≧0は，α≧θ乞∀θ乞より0≦［θ1≦α一θ1．また以下の不等号はδ＞0，δ＞2c＞－bの関係

による．

　a．1θ1の値，cの正負に関係なく常にq敦θ1）－g敦θ2）＝凸≧0（gρ（θの＝豊より明らか）．c＞0

　　　または・＜0かつ｝θ【≦1θi8x％b＋c、α一θ1の時，q吾x（θ・，θ・）－qダx（θ・，θ・）一県≧0．c〈0カ・

　　　つiθ1＞1θ18x2の時，9醗（θ1）－qダx（θ1，θ2）＝α≠＞o．共に等号は1θ1＝oの時のみ成立．

b・1θ1－・の時・もし・≦・ならば・9ジ（θ・）－9野x（θ・，θ・）一（、当8㌍。）≦・・

c．qジ（θ2）＝暑≡髪＝α≠5…1θL傾き誌く0，上界1θ1＝α一θ1の時明らかに0．

d・9ダx（θ1，θ2）＝b＋c拳…簑一blθは，傾き論〈oの減少関数．9ダx（θ1，θ2）＝oを満たす1θ1の値を

　　iθ18x2と置くと，1θ18x2＝（b＋c）警一θ1）．c≦oならば1θi8x2≦α一θ1．

e・c＞0またはc＜0，1θi≦1θ18x2において，9召x（θ1，θ2）＝b＋c）拳……舞一cθは，　c≦0ならば傾き

　　舜≧0．c＜0，1θ1＞1θ18x2ではα撰「（θ1）＝α≠．qダx（θ1，θ2）はd．で述べたようにc≦0に依存

　　せず，傾き論〈0．

£1θ1－・一θ・の時，q吾x（θ・，θ・）一響＞qダx（θ、，θ、）一留＞0．

9・もし・≦・（・＜・の時1θi≦iθ18x2）ならば・qジ（θ・）－q吾x（θ・，θ・）一讐≦・・

・〈・かつiθ1＞1θi8x2の時・θ・一θ・ならば9欝（θ・）－qρ（θ・）一一謬揚1）〉・・θ・一θ・ならば

　　9醗（θ・）－9ジ（θ・）－bl紫≦騎θ1）〉・・（q・（θ・）－9・（θ・，θ・）となるタイプの差をiθ1敷、。こよって議

すると（・＜・の時のみ）・1θ1翫一一cb譜おθ・（θ・一一cb＋c諾毒c2－bcθ・）・・＜1θ1跳く・一θ・

　　を満たす．）

h．上記g．より．（q9（θ2）＝gダx（θ1，θ2）となるタイプの差は1θ【9隻2＝（b彗聖ぎθ1）（θ2＝（b＋c）監隻｝2c）θ1）．

　　c≦0に関係なくiθ【9灸2＜α一θ1を満たす．）

i．げx（θ1，θ2）の傾きb是》とgダx（θ1，θ2）の傾きb、…1。、より，絶対値を比較して結果を得る．c＜o，1θ1＞

　　｝θ18x2の時，　q擶（θ1）の傾き0．

j．qジ（θ2）の傾き蕗とgダ）（（θ1，θ2）の傾き捧を比較して，　c≦0ならば，～議一蒜＝石嚇≧

・・（・＜・の時q9（θ・）とqFX（θ・，θ・）の傾きの絶対値の差は㍍一、老。・「鵠・この符号

　はδ，cの値に依存する．）

A．1．2　Fact　4．1．2の証明

a・Qσ（θ・）－Q°（θ・）一謁』≧0．

b・1θ1－・の時・・≦0ならばQEX（θ・，θ・）－Qσ（θ・）一（藷諺1暴・・

・・Q°（θ・）－2（望琵1θD，iθ1－・一θ・の時，oとなる．c＞oの時，または・〈oかつ［θ1≦1θ18x2の

　時，QEx（θ、，θ・）－2（α≠！－1θ1．・＜oかつ【θ1＞1θ18x2の時，　QEx（θ、，θ、）－q醗（θ、）一雫．
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d・1θ1－・一θ・の時・・〈0ならばQEx（θ・，θ・）一孚＞0，　Q°（θ1）－QEx（θ・，θ・）－b誤践θ1＞0・

　　・〉・ならばQEX（θ・，θ・）一α費＞0，　Qσ（θ・）－QEX（θ・，θ・）「晶〉・・

e．c＜0かつ1θ1＞1θ18x2の時値は一定なのでそれ以外のケースを考えると，　QEX（θ1，θ2）の傾きは詰．

　　QO（θ2）の傾き議と比較して・肴一芝悉＝（わ＿。）1δ＿2c）＞0・

A．1．3　Fact　4．1．3の証明

　　a．P9（θ2）－P9（θ1）瓢膠≧0．　c＞0またはc＜0かつ1θ1≦iθ18x2の時，　Pタx（θ1，θ2）一〆x（θ1，θ2）＝

　　　　（雛！ヂ1≧・等号は1θ1－・の時のみ成立・

b・1θ1－0の時・・≦・ならばPダx（θ・，θ・）－P9（θ・）一蟄≦0・

c．P9（θ2）＝α＋θ養＋θ．イ頃き去＞0．

d・Pタx（θ・，θ・）一・一一・・の正負に関わらず，傾き、1舞；）〉・・c〈・かつ

　　1θ1＞1θ1『x2の時のみ，販売を停止するのでpタx（θ1，θ2）＝0．

e．上記d．参照．c＞0またはc＜0かつ1θ【≦1θ18x2の時，〆x（θ1，θ2）＝α一b＋c≒1言、睾511＋bcθ，．

・≦0ならば傾き、（一bcわ2＿C2）≧…〈・かつ1θ1＞1θ1♂x2の時は・Pぞx（θ・，θ・）－P驚（θ・）一・一ヂ・

£・＜0，1θ1＞【θ18x2の時，　pfx（θ、，θ、）－P驚（θ、）－P9（θ、）一・一許．　c＞0，1θi－・一θ、の

時，PダX（θ・，θ・）一・＋雛…1基），P9（θ・）一・，P召X（θ・，θ・）一・一≒纏テθ・，P9（θ・）一・一許

Pダx（θ・，θ・）＞P9（θ・）＞Pぞx（θ・，θ・）は明らか・Pぞx（θ・，θ・）－P9（θ・）一篶〉・・

g．c〈0の時，1θ1≦iθ1ぎx2ならば，p9（θ1）一〆x（θ1，θ2）＝cbθ5（8圭9。，誓θ1　≧0．等号は1θ【＝

　　1θ18x2の時のみ．1θi＞1θ「8x2の時，常にP召x（θ、，θ、）－P9（θ、）．1θ1≦1θ18x2において，P9（θ、）－

Pダx（θ・，θ・）－ccθ看（鐸。・1一θ1＞・・1θ1＞iθ1rx2では・Pダx（θ・，θ・）－0・

h・c＞・の時，P9（θ・）－pfX（θ・，θ・）一勢く・，　P9（θ・）－Pダx（θ・，θ・）一響く

　　0．

i・・〈・，1θ1≦【θ18x2で，　Pfx（θ・，θ・）の傾き，（議・）とPタx（θ・，θ・）の傾き、懸1）より・、li鵡一

、（一bcbQ－C2）一、鴇〉…〉・の時，傾きの絶対値を比較して・、窪ぎ1「、（、砦。・）一、嵩〉・・

j・P9（θ・）の傾鰐とPタx（θ・，θ・）の傾き、睾き1）を比較して・・≦・ならば弓一、鴇一、（論）≧・・

pfX（θ・，θ・）の傾きの絶対値、（、艶。・）とP9（θ・）の傾き麦を上ヒ較して弓一、（、砦。・）一雅諸c＞・

　　（～）＞2c＞　1±≡～／5cよ　り　と♪2－c2一わc＝（わ一　1㍉〉信c）（6－　1±≡〉唇c）＞0。）

A．1．4　Fact　4．1．4の証明

　　a．uタ（θの＝　b：…2c（（11『（θの）2，qρ（θ1）≧q∫）（θ2）より”ρ（θ1）≧u『（θ2）・c＞0またはc＜0かつ［θ【≦1θ18x2

　　　　の時，ザX（θ1，θ2）＝畠（g野X（θ1，θ2））2，q吾X（θ1，θ2）≧qダX（θ1，θ2）より，ぜX（θ1，θ2）≧”ダX（θ1，θ2）．

　　　・＜・かつ1θ1＞1θ18x2の時，謬（θ、，θ、）一曙（θ、）－4，・ダx（θ、，θ、）－0．＠ジ（θ、）一・ρ（θ、）－

　　　　1θ1（2譜誇θ2））≧・，・吾x（θ・，θ・）一・ダx（θ・，θ・）』響≧・・）

b・・ジ（θの一ザx（θ・，θ・）一妥蕩一籍一、琴鞍諾〉・・
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c・uジ（θ2）の傾き1θi豊塁θ・≦o．礁（θ2）瓢oは上界1θ1＝α一θ1にて成立．c＞oまたはc〈oかつ胃

1θ1≦1θ［8x2における・ダx（θ・，θ・）の傾きb2（b1θ1轟1撃一θ・））≦・，1θ1＞｝θ18x2で1よ・ダx（θ、，θ・）一・．

d．c＜0の時に限り「θ1＞1θ18x2において，　gダx（θ1，θ2）コ0よりuダx（θ1，θ2）＝0．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒ　
…〉・または・＜・かつ1θ1≦1θ18x2の時の・君x（θ・，θ・）の傾き1ま・・≦・ならば幽課≧

　　0．c＜・かつ1θ［＞1θ1亭x2で1ま・召x（θ、，θ、）一（αう1・）2．

£・＜・，【θ1＞｝θ18x2の時・・吾x（θ・，θ・）一（α毛1・）2，・ジ（θ・）一鏡蕩より岬x（θ・，θ・）一・ρ（θ・）一

一縦θ…））2＞・・c＞・，1θ1－・一θ・において，・吾x（θ・，θ・）ぜx（θ・，θ・）－1腰1；〉・．

9・・＜0かつ1θi≦1θr8x2－b＋c）、α一θ・）の時，・野（θ、）一・ダx（θ、，θ、）

－c［c（わ＋c）2（　θ・）2－2 Q訣誓論皇碧lll＋（c3－2う2c＋2bW1．分子の［］一・内を1θ11こついて鰍た解は，

1θ1－（b＋c）（α一θ・）［わ諺売c篶c）b（う一2c）1．・2解の1つは（δ一・）δ（δ一2・）＞b・－6・＋・・より負・3もう

　　一つの解を1θ薩隻2と置くと，1θ1銭2＞1θ18x2が示せる．14従って2つの解に挟まれた0≦1θ［≦1θ18x2

　　において，上式分子内の目〈0が言えるので，u敦θ2）一ぜx（θ1，θ2）＞0．

h・・〉・の時・・ジ（θ・）一ぜx（θ・，θ・）－c［c（b＋c）2（　θ・）2＋2鴇辮鵠一θ・）1θトbc（b－2c）｝θ12］．分子内を

［］一・で解いた解は・1θ【一（δ＋c）（　θ1）〔わ（1乱1当b一c）b（b－2c）1・（う一・）δ（δ一2・）－6（b－2・）〉・より

　　解の一つは負．15もう一つの解を1θ191（1と置くと，解と上界の大きさの関係は，1θ191（一（α一θ1）＝

［わ2（ト2c）＋（b H≧、箋（う一2c）1（　θ・）〉・．従って2つの角準に挟まれた・≦1θ1≦・一θ、にお・・て，上式分

　　子内の［］＞0が言えるので，甲（θ1）一ぜx（θ1，θ2）＞0．16

i・・〉・において・吾x（θ・，θ・）の傾き騨と・ダx（θ・，θ・）の傾き黒幽の

糊値を比較する・17騨一騨一響く・．
・＜・，1θ［≦1θ18x2における傾きの絶対値の比較は・－bc［（b＋c）（α一θ1　　（b2－C2）2）『clθ1］－b2［（b＋8！筆鐸一blθ11一

一b｛（わ＋c）2 P鴇1ラ（b2＋c2）1θ【｝・鰐は1θ1：零1（b＋暑懸θ・）を境に，・≦1θ1≦1θ1：塁1ならば負，1θ1＜

1θ1：蟹≦1θぽX2で正．

j・・ジ（θ・）の傾き一（鵠51θ1）〈・と・ダx（θ・，θ・）の傾き鱒皿〈・の絶対値の比較を考え

る・・〉・または・〈・，1θ1≦［θ【8x2において・（α春1ヂILb2｛（う＋81響一blθ1｝

一蠕璽遡・・〉・の時，符号は1θ1：塁、…（b3＋・3）（α一θ、2b3－2b2c一トc3）〈・一θ、を境1・，

o≦1θ1≦1θ1：塞、ならば正・1θ11塁、＜1θi≦・一θ・で負．・＜o，1θ1≦1θ18x2の時，符号は1θ1：呈、＜iθ【8x2，

　　を境に，0≦1θ1≦1θ縫2ならば負．1θ暖2＜iθ1≦1θ18x2の時，正．

12 ﾚ＝0の2次関数の1θ12の係数2b3－2b2c＋c3＝2δ3－c（262－c2）＞0．
13b（δ一c）2（卜2・）一（δ2一δ・＋c2）2＝一・（2δ3－・（2b2－c2））＞0

14 ｰブiθ18x2－（b＋c）（α『θ1）［雛。，幾）芳（b＋c）（トc）21＞・．（∵δ・（b－・）・δ（δ一2・）一（b＋・）・（b－・）・一

（δ一c）2［－b2c（2わ一c）→－c2（～）2－c2）］＞0．）

　15∵～）（δ一c）2（b－2c）・一一わ2（b－2c）2＝bc2（わ一2c）＞0．

　161θ［に依存せずuf（θ1）一定，げx（θ1，θ2）は傾きうc　clθll言（鷺c）α一θ1　＜0の減少関数より明らか．

17c≦・ならば響一響≧・。c＞・また1ま・＜・かつ1θ1≦1θ18x2で常1・，
響＝『b2（b十c（b：）睾1・）－biθ1＜o・　　　　　　　　　　　　’
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次に・ρ（θ・）の傾き一（鵠お1θ1）＜・と・吾x（θ・，θ・）の傾き皿bc（窄聯一cθ1の絶対値の上ヒ轍考え

る・c＜・の時・ぜx（θ・・θ・）の傾きは負で，（α尚1ヂILうc（b＋81皇講！－c1θ1

一一・符号は1θ脇…躍鵠く・一θ・
を境に，o≦1θ1≦1θ縫1。ならば正．1θ磁1。＜1θ1≦α一θ1ならば負．　c〈o，1θ1≦1θ18x2の時，

ぜX（θ・，θ・）の傾きは正で・（α尚ドIL矯遡
＿（b十c）［う（b＋2・）（わ一2・）＋c2（b＋・）］（・一θ、）一［（b2－c2）2＋bc2（ト2・）】1θ1

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b－2c）（b　－c　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

符号は1θ1：塞、。≡（b＋c）［わ（結≧爆藩努）］（α一θ・）＜1θ18x2を境に，・≦1θ1≦1θ1：塞、。ならば正．

1θ縫15＜1θ1≦1θ18×2ならば負．

A．1．5　Fact　4．1．5の証明

a．y°（θ、）一（留2よりγσ（θ、）≧yσ（θ，）は明らか．・〉・また1ま・＜0，・≦1θ［≦1θ【8x2の時，

γ゜（θ・）－VEx（θ・，θ・）－2c2（b＋c）2（α一θ・）2＋2b（≒1ξ当甥2睾1・）1θトb（わ一2c）（b2＋c2）1θ12．（分子）を・と置

い塒の1θ1に関する2次方程式の角峯は，［θ1』－2c）（b＋c）2±（b＋睾｛1≡ll）（鐸1）（（b＋c）2＋c2）】（　θ・）（実

　数根）．解のうち小さい方は負である．18c＞0の時，0≦iθ「≦α一θ1の全範囲はこの2次方程式
　の2つの解の間に存在するので，レo（θ1）－yEX（θ1，θ2）の式の（分子）の値は正となる．19一方，

　c〈oの時も，o≦1θ1≦iθ【8x2の範囲は，2つの解の間に存在するので，同様に正となる．20最後
　に，・＜・，1θ1＞1θ18x2の時，　yσ（θ・）一レEx（θ・，θ・）一（b場1編・）2＞・・

b．yσ（θ、）一（　1土5！θ1）2より明らか（傾き一2（曽まiθ）〈・）．・〉・の時のyEX（θ、，θ、）の傾き

　　一b［（わ2＋c2）（α識！l！）＋2bc（　θ・）】＜・・

・．c〈・，【θ1＞1θ18x2ではyEx（θ、，θ、）一畷（θ、）一（％1・）2．・≦1θ1≦1θ18x2での傾きは，1θlv。。≡

　　わ憐勇θ・＜iθ18x2を境に・≦1θi≦1θ【v。、．（1θly。。＜1θ1≦1θ［8x2）ならば負（正）・

d．yO（θ2）とyEX（θ1，θ2）の傾きの絶対値を比較する．　c＞0の時，傾きの絶対値の差2（α謡琵1θD－

　b［（b2＋c2）（・一θ、－iθD＋2b・（α一θ、）］＿（b＋・）2（b2－2b・＋2c2）（・一θ、）一（b4－562c2＋2c4＋2わ3・＋2bc3）1θ121

　　　　　　（b2－c2）2　　　　　　　　　　｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6－2c）（～）2－c2）2　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　［θ嶋≡一く・一θ・を境に，・≦1θ1≦1θ臨ならば正．1確、，＜［θ1≦・一θ、

　ならば負．

　次に，c＜o，1θ1≦1θ18x2の時，　yEx（θ1，θ2）の傾きは，　o≦1θ1≦1θ1v。、。では負，1θ【v。ω〈1θ1≦［θ1ぎx2

　において正である．0≦1θ1≦1θlv，諾において，傾きの絶対値の差は上記c＞0のケースと同じで
　ある．ここでc＜0のケースでは，差の絶対値の（分子）の係数δ4－5δ2c2＋2c4＋2δ3c＋2δc3
　の正負は一概に決定できない．しかしこの値が負の時は明らかに，絶対値の差はyO（θ2）の方が大
　きい．さらにこの値が正の時も，常に1θiv。、，〈1θ彪：、，が成立するので，絶対値の差はγc（θ2）の

18 謔aiわ一2・）（δ＋・）2＜（δ＋・）（わ一・）δ（卜2・）（（わ＋・）2＋c2）⇔（わ＋・）2（δ一・）2δ（わ一2・）（（δ＋・）2＋c2）－b2（δ一

2c）2（b十c）4＝2わc2（b－2c）（b2十c2）（b－←c）2　＞0．

19 諠ｿ一θ・＜1θ1－［b（b一2c）（b＋c）2＋（b＋c 戟j（多（篶21）（（b＋c）2＋c2）｝（α一θ1）⇔わ（b－2・）（b2＋c2）＜δ（6－2・）（う＋・）2＋

（6十c）（わ一c）　　6（b－2c）（（と）十c）2十c2）⇔0ヒ＜2わ2c（b－2c）十（δ2－c2）　　う（b－2c）（（Z）十c）2十c2）．

2° 諱pθ18x2－b＋・）差『θ・）＜陶c）（b＋c）2＋（わ＋零ll≡ll）（淳（≒21）（（b＋c）2＋c2）｝（α一θ1）骨（δ＋・）（b－2・）（b2＋c2）＜b（ト

2c）（Z）十c）2→一（わ十c）（δ一c）　　わ（6－2c）（（δ十c）2十c2）⇔（δ2－c2）　　6（う一2c）（（6→－c）2十c2）〉－c（b－2c）（b2－c2）⇔

b（Z）－2c）（（i）十c）2十c2）＞c2（わ一2c）2⇔わ（（Z）十c）2十c2）－c2（δ一2c）＝（δ2十c2）（b一ト2c）＞0

　21c＞0の時，（分子）の1θ1の係数わ4『－5b2c2＋2c4＋2b3e＋2δc3ニδ2（b2－c2）＋2c4＋％c（δ一c）2＞0．
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方が大きいと言える．22最後に，1θ1v。．＜1θ1≦1θ【8x2の時，傾きの絶対値の差2α謡琵1θ1）一

一一（b＋c）2［3（b－c）2－c2］（α一θl！≡1辮二監c）2－c2】－2b2c（b－2c）11θ1・23この符号

は1θ1ご：、，＋≡瀞誰1ラ当箋編2、。）〉・を境に・・≦【θ1≦1θ1￥：。＋（鵬＋＜1θ1≦・一θ・）な

らば正（負）．もし【θ1亭X2＜1θ彪：¢＋が言えれば1θ［V。、，＜1θ1≦1θ18×2の範囲で常に符号は正であ

る．しかし1θ1穐¢＋と1θ18x2の大小関係については一概にいえない・24同様にもし1θ1髭。，＋＜1θ1v。飢

が言えれば1θlV。偲く1θ1≦1θ1『X2の範囲で常に符号は負であるが，これは逆の不等号が成立する．25

ゆえに上記のケースでは傾きの絶対値の大小関係については一概に言えない．

A．1．6　Fact　4．1．6の証明

a・8σ（θ・）－1鴇≡18；より・5σ（θ・）≧・θ゜（θ・）は明らか・

b・・8°（θ・）一響より明らか（傾き一21鴇≡舞iθD＜・）・c＞・の時の・8Ex（θ・，θ・）の傾き

　　一わ［（b2＋c2）（罪≒島ll＋2わc（α一θ1）】〈・・

・．・＜・，｝θi＞1θ18x2では08Ex（θ、，θ，）暢禰（θ、）一（α量1・）2．・≦［θ1≦1θ18x2での｛頃きは，

VEx（θ・，θ・）同様，1θ【y。、，≡b機勇θ・＜1θ18x2を境に・≦1θ1≦1θiy。。（1θlv，、，＜1θ【≦1θ18x2）な

　　らば負（正），

d．・3・（θ、）一・θEx（θ・，θ・）－b［2c（2b－3c）（う＋c）2（α一θ・）2＋鴇部纏（葺一θ・）1θ1＋2c）2（b2＋c2）1θ12】・（肝）

［］内を・とし塒の1θ1に関する2次方程式の解は，1θ1－（b＋c）（　θ1）［（b－2c 泊p2）b（b＋2c）＋2c（b－c）］・

解はc＞0において必ず実数根で，解のうち小さい方は負である．26c＞0の時，0≦1θ【≦α一θ1の
全範囲はこの2次方程式の2つの解の間に存在するので，080（θ1）－08EX（θ1，θ2）の式の（分子）

の値は正となる，27

一方，c〈0の時，ルートの中身う2＋4わc－2c2が負になる場合があり，上記の解が虚数根とな
る．その場合には，（分子）の値は負になり，080（θ1）－08EX（θ1，θ2）＜0．しかしルートの中身

が正の場合は，footnote　26より解の1つは負である．もう1つの正の解は，1θ18x2との大小関係

について一概に言えない．28ゆえに0≦［θi≦1θ18x2の範囲で，（分子）が正となることも負と

なることもあり，bとcのパラメータの大きさに依存する．最後に，　c＜o，1θ1＞1θ1『x2において，

22謔Pθ｝。一く鴫⇔鴨く一⇔b4－5δ2c2＋2c4＋263c＋2bc3〈（b2＋c2）（62－
2bc十2c2）⇔4bc（わ一c）2〈0．

　233（b－c）2－c2＝3～）（b－2c）一ト2c2＞0．

24 Pθ1rx2〈鴫＋⇔（わ＋c）讐一θ・）＜（誰寺誰弄≧i看雲編碧、。）⇔一・（わ＋・）［3（う一・）2－c2］＋2b2c（b－2・）＞

0⇔わ3＋b2c－46c2＋2c3＞0．最後の不等式は一般には成立しないことが示せる．
25 Pθ［臨＞1θ1。一⇔（（b＋・）2［3（ト・）2－・2（α一θ、）b十c）　［3（b－c）　－c　］－2b　c（b－2c）〉（b機ろθ・⇔2δ・［3（わ一・）2－c21－2b2c（b－2・）く・⇔

4bc（δ一c）2＜0．

26諱i6－2・）（b＋・）＜（b－・）わ・＋4わ・－2c2⇔（わ一・）2（b2＋4δ卜2c2）一（卜2・）2（b＋・）2＝2・（b2＋c2）（2わ一3・）＞0・

27諠ｿ一θ、＜1θi－（b＋c）（α一θ・）［（b－2c ﾟ畿）￥b（b＋2c）＋2c（b－c）］⇔（b－2・）（わ・＋c2）＜（b＋・）（わ一2・）（δ＋・）＋（わ＋

c）（δ一c）　　b（δ十2c）十2c（わ一c）⇔－2わc（δ一2c）＜（b－1－c）（b－c）　　b（b→－2c）十2c（b－c），

28謔Pθ18x2＜iθ1－（b＋c）（α一θ1）［（b－2cl麟1≒≡））b（b＋2c）＋2c（b一c）1⇔（b－2・）（b2＋c2）＜b［（わ一2・）（δ＋・）＋（わ一

・）δ（b＋2・）＋2・（卜・）1⇔（0＜）一わ2c＋3bc2－2c3＜b（ト・）～師＋2・）＋2・（ト・）骨（一δ2c＋3bc2－2c3）2〈

b2（b－c）2（b2十4bc－2c2）⇔（b－c）2（う4＋4わ3c－3δ2　c2十4δc3－4c4）＞0．δ4十4わ3　c－3わ2c2＋4δc3－4c4が正にな

るとは一概に言えない．
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・θEx（θ・，θ・）一（α竜11）2，・θσ（θ・）－1（暑≡lll；より，・8Ex（θ・，θ・）一σ3σ（θ・）一《α一θ毒、ll鵯bc－4c2）

だが，b2＋4わo－4c2の正負もパラメータに依存する．

・・1θ1－・の時・・θEX（θ・，θ・）一郷，・θσ（θ・）一癖より，・≦・⇔・5EX（θ謝一・θ・（θ、）一

≒辮≧・．
£・＜・，1θ1＞1θ18x2において・・3Ex（θ・，θ・）一（α竜1・）2，σ5°（θ・）一響より，・8Ex（θ・，θ・）一

・3°（θ・）一（『わ2－4bc＋4c2）（α云雛lll（　θ・）1θ1『2b21θ12．（肝）一・とし塒の1θ1に関する2次耀

　式の解は，1θ1＝（α一θ1）（2b餐b－2c）語．大きい方の解は明らかにα一θ1より大きく，小さい方の解は

　1θ18x2よりも小さい．29ゆえに［θ18x2＜1θ1（≦α一θ1）の範囲において必ず（分子）は正となる．

　・〈0，0≦1θ1≦【θ［8x2では，03EX（θ、，θ、）－08σ（θ、）

－b［一2c（わ＋c）2（2ト3c）（α ﾊlll睾lb諺ll－2c2）（α一θ・）｝θト湾【θ12］；A≡、・＋、、・c－、、・c・＋、、。・－2c4．（分子）の［1－・

　と置き，1θ1について解いた解は，（b，c）のパラメータに応じて次のように場合分けできる．

　（iM＝oの時，［］は縦軸切片一2c（わ＋c）2（26－3c）（α一θ1）2＞o，傾き2（6＋c）2（δ2－2c2）（α一θ1）＞o

　の1次関数で・馴θ1－c（2b－3c）（α一θ1　（b2－2c2））〈…≦1θ［≦1θlrx2において，（分子）の［］は常に正・

　（ii）．4≠oの時，［］は且〈o（且＞o）なら最小値（最大値）を持つ2次関数で，解は1θ1＝
　　わ＋c）α一θ・）（わ＋c）雲2－2c2）±b一c・摯β…、・一、4、・c・＋24、。・．，。・．B＜0ならば虚根で渦＜0（且＞0）

　なら1θ1の値にかかわらず常に（分子）［］＞0（［］＜0）であるが，上記e．の事実より，常に目〈0

　はありえない．すなわち孟＞0かつ8＜0は起こり得ない．

　B≧0（実根）のケースを考える．．4〈0の時，明らかに解の1つは負であるので，0≦1θ1≦1θ18x2

　の範囲で，差が正であるためには，もう1つの解も負でなくてはならない．しかしながら，この解が
　負であるか否かはパラメータに依存する．30．4＞0のケースも同様．ゆえに常に（分子）が正とは
　言えないので，大小関係は一概に言えない．

9・05°（θ・）と08EX（θ・，θ・）の傾きの絶対値を比較する・・〉・の時・傾きの絶対値の差轡一

±響遡一b［（b十c）2（b2－2c2）（α一θ1　　　2（b－2c）　6　－c）－A1θ1】・31膿、，≡（b＋c）2（≒c2）（　θ・）＜・一θ・

　を境に，o≦1θ1≦【θ【深1ωならば正．1θ1ε§：詔くiθ1≦α一θ1ならば負．

次に，・＜・，1θ1≦1θ18x2の時，　oθEx（θ1，θ、）の傾きは，1θ［v。。≡磐く・一θ、を境に，

　o≦1θi≦［θlv，、，では負，1θlv。¢〈1θ1≦iθ18x2において正である．　o≦1θ1≦iθlv。。。において，傾きの

　絶対値の差は上記c＞0のケースと同じである．ここでc＜0のケースでは，差の絶対値の（分子）の
　係数且の正負は一概に決定できない．しかしこの値が負の時は明らかに，絶対値の差は080（θ2）の方
　が大きい．さらにこの値が正の時も，常に1θ1v，．＜1θ19§1忽が成立するので，絶対値の差は030（θ2）

　の方が大きいと言える．32

最後に一θ厩く1θ凶θ｝8×2の時瀕きの絶対値の差響一響一
b［（b＋c）2（2（b－c）2＋（b－2c） 曹P）拓蟻c2）2＋（ト2c）2（b2＋c2））1θ1］・この符号は，

膿。＋≡一〉・を境に，・≦1θ1≦【θ艦＋（1θ1鑑＋〈1θ1≦・一θ・）な
らば正（負）．もし1θ18x2＜1θ【器亀＋が言えれば1θlv。諮く1θ1≦1θ18x2の範囲で常に符号は正であ

29 諱iα一θ・）（2b ﾃb－2c）而）＜1θ18x2－（b＋c）讐一θ・）⇔わ2－4b・＋2c2＞0．

　30∵（わ十c）（δ2－2c2）〉（わ一c）～／ヱ蚕「⇔（δ十c）2（～）2－2c2）2＞（δ一c）2B⇔c（2わ5十5δ4　c－30b3　c2十35δ2　c3－16bc4－←6c5）＞

0．しかし2δ5＋5δ4c－30b3c2＋35δ2c3－16わc4＋6c5の正負はパラメータに依存する．

　31c＞0の時は，（分子）の1θ1の係数．4＝（わ2－2c2）（62＋c2）＋4bc（う一c）2＞0．

32謔Pθ1。。。＜iθ脇⇔警く（b＋c2（b≒c2）（α一θ・）⇔4δ・（b－・）2＜・・
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る．実際に1θ18×2＜1θ1漂：、，＋を示すことができる．33ゆえに上記のケースで傾きの絶対値の大小関’

係は，均衡総利潤の時の結果と異なり，030（θ2）の減少割合の方が大きいことが示せた．

A．1．7　Fact　4．1．7の証明

乱丁θ゜（θ・）一（3b誰鐸θ・2よりTθ゜（θ・）≧T5σ（θ、）は明らか．　ヤ．

b・T3σ（θ・）一（3b一釜（繹苛θ2より明らか（傾き『（3b一繹鐸・－1θ1〈・）．c＞・の時のTθEx（θ、，θ、）

の傾き一3b（わ2＋c2）鐸甥、＋2bc　θ・＜・．　　　　　　　’

・・c＜・，1θ1＞1θ18x2ではTθEx（θ、，θ、）一撃．・≦1θ1≦1θlrx2での傾きは，　yEx（θ、，θ、）や

σ3Ex（θ・，θ・）と同様・1θlv。。…需く1θ18x2を境に・≦1θ1≦1θlv。。Gθ1v。、，＜1θ1≦1θ18x2）

　ならば負（正）．

d・T3σ（θ・）－T5Ex（θ・，θ・）－2c（b＋c）2（2（b2－2c2－bc（α一θ・2 p辮睾）1α一θ・）θ『3bb－2・2b2＋c2）1θ2．

　　（分子）の［］内を0と置いた時の1θ1に関する2次方程式の解は，

1θ1－（6＋c）（　θ1）［3b（b－2111鵠舞）3b（3わ＋4c）（b2一2c2）1．騨・〉・において必ず実鰍で，解のうち

小さい方は負である．34c＞0の時，0≦1θ1≦α一θ1の全範囲はこの2次方程式の2つの解の間に
存在するので，∬c（θ1）－7「3EX（θ1，θ2）の式の（分子）の値は正となる．35

c＜0の時は，Fact　4．1．6．　d．の証明と同様に，6とcのパラメータの大きさに依存して，大小関係に

ついて一 ｣謙ない・例えば・・〈・，iθ1＞1θ18x2において・TθEx（θ・，θ・）－3（α瑳1）2，T3σ（θ・）－

3bT留1より・T8Ex（θ・，θ・）－Tθσ（θ・）一一3b2噸蕩1（α一θ・2．しかし3δ・＋46・－12・・の

正負はパラメータに依存する．

・・1θ1－・の時・TθEX（θ・，θ・）－311暑≡lll2，Tθσ（θ・）一（3≒藷塁・）2より，・≦・⇔T3EX（θ、，θ，）－

T8°（θの一一c［（b＋2c炎1≡i離毒宴】（　θ・）2≧・．

L・＜・，1θ1＞1θ1rx2において・T8Ex（θ・，θ・）－3（α葦81）2，T8°（θ・）一（3b一雅llf［θD2より，

T5Ex（θ・，θ・）－T8°（θ・）一一（3わ2＋4bc－12c2）（　θ・）2 乱冾メj（　θ・）1θ1－2わ（3b－4・）1θ12．（分子）一・とし

塒の1θiに関する2次方程式の鰍ま・1θ1－（α『θ1）［2b（3b－ 撃撃訣撃メj6b（3b－4c）】．大きい方の解は明ら

かにα一θ1より大きく，小さい方の解は1θ1『X2よりも小さい．36ゆえに1θi8×2〈1θ「（≦α一θ1）の

範囲において必ず（分子）は正となる．

・〈・，・≦1θ1≦1θ18x2では・T8Ex（θ・，θ・）－Tθσ（θ・）一、（、・．。・鐸（、．、。）、；

D｝2・（b十c）2（2わ2－b・－4c2）（・一θ・）2＋2（b＋・）2F（・一θ・）1θ1＋Elθ12，E≡－3b・－4b・c＋27b…－28b・c・＋6bc4＋8・・，

F≡3わ3＿8b2c＋10わ。、＿8。3＞o．　D篇0と置き，1θ1について解いた解は，（b，c）のパラメータに応じて次のよ

うに場合分けできる．

33謔Pθ18x2＜膿。＋⇔（b＋cl撃一θ1）〈一骨2わ4－9わ・c＋7わ・c・＋2b・・＋2・・〉・．
34謦箞黷Q・）（δ十c）＜（b－・）3b（3b＋4・）（わ2－2・・）⇔（わ一・）2（3わ＋4・）（b2－2c2）－3b（b－2。）・（b＋，）・－

2・（2わ4一δ3c－262c2一うc3－4c4）＞0⇔2δ4－b3c－2わ2c2一うc3－4c4一圭2b2（δ＋・）（δ一2・）＋わ（わ3－2c3）＋（6・－8，・）］＞0．

35諱E一θ・＜1θi－（b＋c）（α一θ1）【3b（b－2 c1圭辮課）3b（3b＋4の（b2－2c2）】⇔3δ（わ一2・）（わ・＋・・）＜（b＋・）［3う（6－2・）（わ＋

・）＋（δ一c）3δ（3わ＋4・）（δ2－2c2）］⇔－6わ2c（δ一2・）＜（0＜）（う2－c2）36（36＋4・）（わ・－2・・）．

36諱i　θ1）［2b（3b－撃撃健N義c）6う（3ト4c）｝＜1θ18x2－b警一θ・⇔（・＜）－2・（3わ一4，）＜（b－2。）6b（3う一4。）⇔

2（3卜4・）［3わ（δ一2・）2－2c2（3δ一4・）］＞0⇔3b（b－2・）2－2c2（3δ一4・）＝3b3－12δ2c＋6δ。・＋8，・＞0．
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（i）E＝oの時，Dは縦軸切片一2c（δ＋c）2（262一うc－4c2）（α一θ1）2＞o，傾き2（6＋c）2F（α一θ1）＞o

の1次関数で，解【θlc（2b2－bc箒c2）（α一θ・）〈・．・≦1θ1≦1θ18x2において，（分子）のDは常1こ正．

（ii）E≠oの時，［］はE＞o（E〈o）なら最小値（最大値）を持つ2次関数で，解は1θ1＝
（b＋c）（α一θ・）［妻わ＋c）F±而】；σ≡、、・．、、、・c＋27、・c・＋、32、、c、．、9，、、。、．48、2c5＋、76、。，－96。，〉。．37従って角靱実

矯凝謂糠饗勲淫暴獣る餓跡卵瓢鯉£藩糖
メータに依存する．38E＜0のケースも同様．ゆえに常に（分子）が正とは言えないので，大小関
係は一概に言えない．

9・T8°（θ・）とT8EX（θ・，θ・）の傾きの絶対値を比較する・c＞・の時・傾きの絶対値の差響一

勢遡一鵠；H≡，、・＋、、・＿、7、・。・＋28、・c・一、、。・一、。・．3glθ鑑≡
（b＋c）2 ｽ（　θ・）〈・一θ、を境1こ，・≦1θi≦1θ1監ならば正．1θ1窺く1θ1≦。一θ、ならば負．4・

次に・・＜・，1θ1≦1θr8x2の時，　T8EX（θ・，θ・）の傾きは，　iθ1γ。。≡（b＋暑難rθ・）＜・一θ、を境に，

0≦1θ1≦1θlv。、。では負，1θlv。、。〈「θ【≦1θ18x2において正である．

0≦iθ1≦1θlv。、，において，傾きの絶対値の差は上記c＞0のケースと同じである．ここでc＜0のケー

スでは，差の絶対値の（分子）の係数Hの正負は一概に決定できない．41しかしこの丑の値が負の時

撒編難籍塁融霧甥轍遵繋雫の時も・常にiθ［…＜1艦
最後に・1θIV。。＜1θ1≦1θ18×2の時・傾きの絶対値の差（3b－4c）（α一θ1－1θD　　3b［一（b十c　　　　（わ一2c）2）1鴇1≠c2）1θ1L

（う＋c）21（α一θ、）－」1θ12（b－2・）・（b・一・・）・；∫≡9b3－32b2c＋34bc2－8・3〉。，、≡，、・一、。、4c＋、、・c・＋、、・c・＋、8、。・．、。・〉。．43この符号は

1θ1写§：、，＋≡（b＋c）25α一θ・〉・を境に，・≦1θ1≦1θ1瑠＋（1θ1＞1θ膿＋）ならば正（負）．しかし，

1θ1器：¢＋〉α一θ1である．44従って，1θly。のく1θ1≦1θ18×2の範囲で常に符号は正である．ゆえに

上記のケースで傾きの絶対値の大小関係は，Tθσ（θ2）の減少割合の方が大きいことが示せた，
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